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平成１７年度
秋期 過去の出題傾向

情報化と経営�
31％�

セキュリティと標準化�
18％�

コンピュータシステム�
16％�

システムの開発と運用�
35％�

平成１７年度 分野別問題数（全５５問）

分野別問題数

出題分野 平成１５年 平成１６年 平成１７年 ３ヶ年平均

コンピュータシステム １１ １４ ９ １１

システムの開発と運用 １９ １９ １９ １９

セキュリティと標準化 ６ ５ １０ ７

情報化と経営 １４ １２ １７ １４

１．午前問題の出題傾向

午前問題は，プロジェクトマネージャ，アプリケーションエンジニアと

共通の問題となっている。平成１７年度から情報セキュリティ分野の出題

比率を高めることになり，出題数が５問追加されて５５問となった。情報

処理技術者試験センター発表の「試験区分別出題範囲一覧表」では，「シ

ステムの開発と運用」及び「情報化と経営」が重点分野とされており，平

成１７年度はそのとおりの分野別出題数となっている。また，予定通り

「セキュリティと標準化」からの出題が増加し，「コンピュータシステム」

からの出題と同等になった。

平成１７年度と過去３ヶ年における午前問題の出題傾向を下記に示す。
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平成１７年度は，分野別問題数に変化が見られた。出題数としては，前

述のとおり「セキュリティと標準化」が増加する一方で，「コンピュータ

システム」が５問減少し「情報化と経営」が同数増加した。過去問題から

の出題が散見される傾向は，従来どおりに続いている。

コンピュータシステムに関する問題は，広い出題範囲から定番的に出さ

れるものと最近の技術動向に沿ったものとの両面から出題される傾向にあ

ったが，平成１７年度は後者に該当する出題は極めて少なかった。

システムの開発と運用に関する問題は，伝統的な開発手法に基づく知識

を問う比較的オーソドックスな問題が多い傾向に変化はない。新しい技術

に関する問題としては，UMLダイヤグラムの説明，EVMによるプロジェ

クト管理，ITILの可用性管理，CMMIプロセス成熟度の定義などが出題さ

れている。

セキュリティに関する問題は，暗号化やサイバー犯罪を中心とした情報

システム開発の中で必要とされる知識が問われる問題とともに，近年出題

されることが少なかったリスクマネジメントに関する問題が出題された。

標準化に関しては，バーコードの規格や SLCPなど，プロジェクトを成功

させるために身につけておくべきと考えられる問題が多く出題される傾向

にある。

情報化と経営に関する問題は，経営や会計的知識，関連法規などに関す

る問題が満遍なく出題されているが，平成１７年度もこの傾向に変化はな

い。初めて出題されたものとしては，カンバン方式で用いられる調達方式

やフリーキャッシュフローの活用に関する問題，Webページの著作権に

関して詳細な知識を問う問題，コーポレートガバナンスや個人情報の定義

に関する問題があった。情報システム開発に，よりビジネス的視点が求め

られるようになってきていることから出題数が増加したと見られ，日頃か

らこの分野に関する知識にも注意を払う必要があると言える。

２．午後Ⅰ問題の出題傾向

出題範囲は午後Ⅰ・午後Ⅱ共通で，１―２―１システムアナリスト試験の概

要に記述したとおりである。過去の出題傾向をまとめると次のようになる。
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１．出題範囲との対比で見ると，情報戦略の策定と情報システムの構築

構想に関する出題が毎年半分を占めてきた。

２．業務改革・改善に関する出題が毎年出題されており，平成１７年度

は２題出題された。（問１，問２）

３．出題される業種は多岐にわたっているが，特定分野の業務知識や技

術的知識を必要とする設問は極めて少ない。解答に必要なヒントが文

中に記述されている場合が多いが，一般論での解答を求めている問題

もあるので注意を要する。平成１７年度においても２題出題されてい

る。（問１設問１，問２設問２）

４．最近のキーワードを取り上げた出題は，３PL（平成１４年第３問）・

Eコマース（平成１３年第４問，平成１５年第２問）・RFID（平成１６

年第３問）となっている。

５．全体の難易度は例年殆ど変わっていないが，問題ごとの難易度にば

らつきがある点に留意しておく必要がある。

６．平成１６年度から解答例が発表されるようになったが，指定の字数

どおりに記述した解答例ではなく，解答の骨子を示したものである。

昨年は４０字以下の文字数で解答する問題で占められ，２５字以下で解答

する設問もいくつか出題されたが，平成１７年度は問４設問１を除くと３５

～６５字で解答する例年並みの制限字数に戻った。また，文字数指定のな

い設問があった。（問１）

その他，問題文の量（ページ数）などは，従来と変わっていない。

平成１７年度に出題された各問を整理すると，以下のようになる。

問１は一般論で解答する設問や文字数指定のない設問がある珍しい問題

で，４問中最も難易度が高かった。

問２と問３は，オーソドックスで取り組みやすいな問題であったが，問

２は解答の絞り込みに苦労する設問があった。

問４は特殊な業務分野を取り上げた問題であるが，解答に必要なヒント

は殆ど文中に記述されており，難易度は最も低かった。

このように，問題の選択の適否が合否に影響することがあるため，第３

章を参考にして，どのような手順と基準で問題を選択するかを自分なりに
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決めておき，現場で迷わないようにする必要がある。

３．午後Ⅱ問題の出題傾向

平成１７年度の出題内容は従来とやや異なった。出題範囲から見た過去

の出題傾向をまとめると次のようになる。

１．「情報システムの構築構想と情報戦略の策定に関すること」に関す

る出題は，平成１２年以降毎年出題されている。平成１７年度も問３で

「中期経営計画の変更に対応した情報システム計画の見直し」につい

て問うている。この分野については，平成１８年度以降も必須と思わ

れる。

２．「情報システムの全体計画の立案・推進に関すること」に関する出

題については，平成１７年度は問２で「IT基盤の整備計画」を問うて

いる。上述の問３もこの範囲に入る。過去問では，「企業の枠を超え

た業務プロセスの統合」など ERP関係がやや目立っている。

３．「個別システムの開発計画の立案・推進に関すること」について

は，平成１７年度の出題にはない。しかし，「業務革新：BPR関係」

については，最近５年間でも４回出題されている（業務革新は，戦略

構想等に共通であるが）。また「業績評価指標」については，平成１６

年度に出題されている。

４．平成１７年度の問１「情報システム部門の役割」に関しての出題

は，久しぶりである。その中で「人材の確保・育成計画」について問

うている。［ITスキル標準］が制定されるなど，人材育成問題は今日

の一つの課題である。

平成１６年度の問２では，「国内外ビジネスを展開する企業」につい

て出題された。最近の IT化に関わる内容に関心を持つことは大切だ

と思う。

５．設問ア，イ，ウの設問内容などについては，大きな変化は見られな

い。また，難易度にも大きな変化はない。

平成１７年度全体を通してみたとき，従来の主役であった「情報戦略」関

係が，やや少なく，IT化を推進していく方向に力が入ったように思う。
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平成１７年度
秋期 午前問題 解答・解説

問１ 解答 ア スラッシング

イ）フラグメンテーションとは，記憶域が細分化されてシステムのスル

ープットが低下することである。例えばディスクでは，ファイルを削

除すると空き領域が発生するが，次に書き込むファイルがその空き領

域に入りきらない場合には，ファイルが分割されて書き込まれる。こ

のようにして，ファイルの削除と書き込みを繰り返すと，１つのファ

イルが連続していない領域に分散して書き込まれるようになり，この

結果フラグメンテーションが発生する。

最近の OSでは，フラグメンテーションを解消するために，ファイ

ルの書込み場所を連続した領域に再度書き込み直すツール（デフラグ

などと呼ばれる）が付属されていることが多い。

ウ）物理メモリよりも大きなメモリ空間を扱えるようにするために，補

助記憶装置（ディスクなど）に物理メモリのデータを退避させる仮想

記憶管理が実現されている。この仕組みの中で，物理メモリと補助記

憶装置との間でメモリデータを転送する必要があるが，この転送をペ

ージという固定長単位で操作することをページングという。

スラッシングは，このページングが頻繁に発生することにより，シ

ステムのオーバヘッドが増加するものである。

エ）ボトルネックとは，全体システムの中である部分が隘路となってし

まい，その部分によって，システム全体のスループットが左右されて

しまうことである。瓶の首の部分のように一部が細くなって，いるよ

うに感じられるので，ボトルネックと言われる。

問２ 解答 エ ハッシュ関数

ハッシュ関数とは，与えられたデータ値から擬似的な乱数を発生するた

めの手法である。この手法は，暗号化やデータベースなどのさまざまな分

野で利用されている。暗号化の領域では「要約関数」と呼ばれることもあ
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る。

「４９９９を除数とする剰余を用いる」とは，データ値 Xに対するキー値

が，X÷４９９９の余りとなることを意味する。シノニムとはキー値が一致し

てしまうデータ値のことであり，選択肢のキー値を実際に求めればよい。

１２５００のキー値： １２５００÷４９９９＝２ 余り ２５０２

ア） ２のキー値： ２÷４９９９＝０ 余り ２

イ）１２５０のキー値： １２５０÷４９９９＝０ 余り １２５０

ウ）２５０１のキー値： ２５０１÷４９９９＝０ 余り ２５０１

エ）１７４９９のキー値： １７４９９÷４９９９＝３ 余り ２５０２

本問の関数は，割り算であるので，４９９９の整数倍を加算したデータ値

が同じキー値となるため，１２５００に４９９９の整数倍（マイナス値も含め

て）の加算をして選択肢に一致するかどうか確かめてもよい。

問３ 解答 エ ３層クライアントサーバ

３層クライアントサーバとは，クライアントとサーバの役割を３機能に

分けることで，性能向上やシステム構成の柔軟性向上などを目指したシス

テム方式である。それぞれの役割は，クライアント上でデータの入力や表

示を分担するプレゼンテーション層，サーバ上においてデータベースとし

ての機能を果たすデータ層，プレゼンテーション層とデータ層のデータの

やりとりを実現するファンクション層に分かれる。

例えば，Webシステムでは，以下の役割分担をしていると考える。

プレゼンテーション層：Webブラウザ

ファンクション層： Webサーバ（CGIやサーブレットなど）

データ層： データベースサーバ

問４ 解答 ア サーバ性能計算

サーバ性能かネットワーク容量かどちらかがボトルネックとなるので，

それぞれの処理能力を算出して小さい方の処理能力がシステム全体として

処理能力となる。
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（１）サーバの処理能力

１秒間に処理出来る件数：１００MIPS÷１００万＝１００件／秒

（２）ネットワークの処理能力

通信容量は，８０Mbps＝１０MB（バイト）／S

１秒間に通信出来る件数：１００MB／S÷２００KB＝５０件／秒

上記（１）（２）でスループットの低いネットワークがボトルネックと

なるので，（２）の数値がシステム全体としての処理能力となる。

問５ 解答 イ 故障発生率

問題文における故障発生率は，１時間当たりの故障件数である。

２台の装置のどちらかが故障しただけで，システム全体として故障する

ことになるため，システム全体としての故障件数は，１時間における故障

件数 Aと Bの和となる。

問６ 解答 ウ フェールソフト

フェールソフトとは，システムの一部に障害が発生したときに，システ

ム全体としては最低限の機能を果たせるように，障害の影響がシステム全

体に波及しないようにする技術。

この技術により，システムの可用性を向上させることができる。例え

ば，ディスクのミラーリングは，一つのディスクが故障した場合に，故障

したディスクを切り離し，システム全体としては，必要な機能を遂行でき

るようにしたものである。

ア）故障現象の「顕在化」はしてもいいので誤りである。故障を検知で

きる必要がある。

イ）フェールセーフの設計思想についての説明である。フェイルセーフ

では，システムの可用性は考慮せず，安全性向上を目的としている。

エ）「本来のすべての機能」を続行する必要はない。

問７ 解答 エ 通信回線の利用率

通信経路のイメージは以下の図のとおりである。
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A� B C D

X―A―D―Y １（X―A残り３，A―D残り０，D―Y残り２）

X―A―B―D―Y ２（X―A残り１，B―D残り０，D―Y残り０）

X―B―E―Y ３（X―B残り１，B―E残り０，E―Y残り０）

X―B―C―F―E―G―Y １（C―F残り３）

X―C―F―G―Y ３（C―F残り０）

題意から AB間と CD間の転送量の和が LAN全体の転送量と考える。

LANの利用率は，LAN全体の転送量÷LANの転送容量で求める。

AB間の１秒間の転送量

１０００バイト×１．３（３０％の制御情報付加分）×６０回／秒＝７８KB（バイト）

CD間の転送量も同じ

また，LANの１秒間の転送容量は，

１０×１０００Kb／８＝１２５０KB（バイト）／秒

よって，LANの利用率は，

（７８＋７８）／１２５０＝０．１２４

問８ 解答 ウ 論理回線数

本問は，ネットワーク図について理解できているかどうかを試す問題で

ある。

実際に各経路を列挙すれば解答を得ることができる。

また，以下のように考えて解を得ても良い。

各ノード群からノード群までの論理回線数を確認する。

Xのノードから A，B，Cまでのノードの論理回線数：４＋４＋３＝１１本

A，B，Cのノードから D，E，Gのノードへの論理回線数：

１＋２＋３＋４＝１０本

D，E，Gのノードから Yのノードへの論理回線数：３＋３＋６＝１２本

X地点から Y地点までの最大論理回線は，最も論理回線数の少ないノー
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ド群間の論理回線数になるから，１０本となる。

問９ 解答 ア CSMA／CD

CSMA／CDは，Carrier Sense Multiple Access with Collision Detectionの

略であり，OSI参照モデルにおける物理層とデータリンク層の一部を規格

化した IEEE８０２．３（イーサネット）で採用されている方式である。

イ）搬送波を検出してからデータを送信するが，データの伝播に時間が

かかることと，検知からデータ送出までに時間差があるため，衝突す

る確率を０にはできない。

ウ）イーサネットでは，ルータによりドメインが隔離されているが，そ

れぞれのドメイン内で衝突の検出が行なわれる。よって，物理層で機

器を接続するハブによって接続された構成では，同じドメイン内であ

るので，衝突検出が行なわれる。したがって，「衝突が検知できな

い」という箇所は誤りである。

エ）フレーム長はオクテットの整数倍と規定されている。

（オクテットとは，８bitのこと）

問１０ 解答 イ

リポジトリとは，システムの構成要素を管理するために用語辞書，デー

タ項目辞書や帳票画面仕様書などを相互関係を含めて保管するものであ

る。開発や維持管理では，各構成要素がバージョンアップされていくた

め，これらの相互関係を管理するためにバージョン管理機能が必要とな

る。

一般的な DBMS（DataBase Management System）では，バージョン管

理は DBMSを利用するユーザやアプリケーションプログラムで実行する

必要がある。

ア）格納したデータの内容を照会する機能は，DBMSの基本的な機能で

ある。

ウ）排他制御などで実現するデータ一貫性についての記述であり，

DBMSの機能としては，必須とされている。
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エ）データアクセス制御に関する機能であり，DBMSの機能としては，

必須とされている。

問１１ 解答 ア

XML Schemaとはスキーマ言語（構造化文書の構造を定義する様式）で

あり，WWW（World Wide Web）で使用される技術の標準化を進める団体

であるW３C（World Wide Web Consortium）で標準化されている。XML

は，マークアップ言語を定義するためのメタ言語であり，タグの個々の定

義付けはしていない。そのため，HTMLで定義しているようにタグや属性

の意味を具体的に定義するのが，XML Schemaである。

XML文書の構造を定義するスキーマ言語は，他にも RELAXなどがあ

る。

イ）XML Schemaは言語であり，構文解析は，個々のアプリケーション

ソフトウェアで実施することとなる。汎用的な構文解析プログラムと

しては，XMLパーサが存在しており，個々のアプリケーションで XML

テキストを処理する際には，XMLパーサを利用する方法もある。

ウ）XMLでは，XML Schemaや RELAXなどのスキーマ言語があるが，

それぞれのスキーマ言語でタグや属性の意味づけが異なっているの

で，異なるスキーマ言語で記述したテキストの解釈ができない。その

ために，データ構造を変換・加工する必要がある。W３Cでは，デー

タ交換の必要性の高まりに対応して，表示スタイルの規定である XSL

（eXtensible Stylesheet Language）からデータ変換部分を独立させ，

XSLT（XML Stylesheet Language Transformations）として規格化し

た。

エ）XPath（XML Path Language）の説明である。XML文書は，文の要

素をツリー構造で表すことができるが，その構造の記述方法を定義し

ているのが，XPathである。

問１２ 解答 ア

イ）Prologの説明である。

第
１
章
�
合
格
へ
の

道
案
内

第
２
章
�
必
須
知
識

の
総
整
理

第
３
章
�
事
例
問
題

へ
の
対
応

第
４
章
�
論
述
問
題

へ
の
対
応

第
５
章
�
Ｈ
１７
問
題

解
答
解
説

・436・



Prologは，１９７２年にフランス・マルセイユ大学の Alain Colmerauer

氏らにより開発された，述語論理を応用した非手続型の言語である。

論理型言語または宣言型言語と呼ばれているように，１階述語論理に

よりプログラミングするため，推論機構を簡潔に記述でき，人工知能

の研究などに用いられている。

ウ）Basicの説明である。

FORTRANを基にして１９６０年代に，ジョン・ケメニー（John

Kemeny）とトーマス・カーツ（Thomas Kurtz）が開発した，初心者

向けの手続き型プログラミング言語である。当初は大型コンピュータ

のタイムシェアリング処理用として開発された。

エ）APLの説明である。

１９６０年台に数学者である Keneth Iverssonにより考案されたプログ

ラム言語であり，１９６２年に公開された。特殊な記号を使用するた

め，プログラムの読解性に難があるが，数学的な記述がし易く，一度

しか使わないプログラムや少人数で短期間に作成するようなプログラ

ムに向いている。

問１３ 解答 エ RAD

RADとは，プロトタイピングやスパイラルアプローチなどのソフトウ

ェア開発手法を包含したものであり，伝統的なウォーターフォール型の開

発プロセスの欠点を改善するものとして出現してきた。

RADでは，実際に動作するシステムをプロトタイプとして開発し，ユ

ーザに評価してもらい，その結果に応じて次のプロトタイプ開発を実施す

る。このプロトタイプ開発とユーザ評価を繰り返すことで，最終的に本番

システムを開発していく。

ア）RADでは，数回プロトタイプによる開発が実施されるが，その全

てにおいてエンドユーザは，要件定義と評価に参加するのが一般的で

ある。

イ）ユーザ業務の分析やアプリケーション設計を実施する設計フェーズ

と，詳細設計以降の製造フェーズを分離する開発方法であり，オブジ
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ェクト指向における開発効率並びに品質向上を目指している。

ウオーターフォール型では，全ての設計が完了した後に，製造フェ

ーズに移行するが，本開発方法論では，オブジェクトのまとまり毎に

製造フェーズに移行できる。そのため，オブジェクト設計を工夫する

ことにより，コンカレントエンジニアリングが可能となる。

ウ）ソフトウェアのライフサイクルは，要件定義フェーズ，開発フェー

ズ（設計とプログミングを含む），並びにテストフェーズであり，計

画フェーズは含めないのが普通である。

問１４ 解答 ア

イ）既存のプログラムから仕様を導き出すことまでがリーバースエンジ

ニアリングで，導き出された仕様を修正して，新規プログラムを開発

するのは，リエンジニアリングと呼ぶ。

ウ）再利用開発の説明である。実績のある部品を利用することによりソ

フトウェアの信頼性を向上させることができる。

エ）オブジェクト指向プログラミングにおける再利用開発の説明であ

る。部品化と再利用は様々な困難が伴うが，オブジェクト指向プロミ

ングにより，従来の手続き型プロミングよりも再利用がし易くなる。

問１５ 解答 ア

イ）構造化チャートの説明でなく，状態遷移図の説明となっている。

構造化チャートとは，構造化された論理手順を図的表現で分かりや

すく記述するものである。構造化プロミングにおいて，フローチャー

トの代わりに用いられる。

ウ）制御フロー図（CFD）の説明である。

制御系システムの分野では，機械制御のプログラミングにおいて，

処理の順序とタイミングが重要となるため，ビジネス分野で使用され

る DFDなどの表記図法では，記述に限界がある。そこで，制御フロ

ー図が考案された。

エ）データフローダイアグラム（DFD）の説明となっている。
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DFDは，業務並びにシステムの流れをタイミングを捨象して，デ

ータの流れとデータの変換手順で記述したものであり，ビジネス分野

のシステムでよく利用される表記法である。

問１６ 解答 イ

UMLは，Unified Modeling Languageの略で，オブジェクト指向におけ

るオブジェクトの構造とオブジェクト間のメッセージ交換を記述する表記

法である。「Unified」とは，オブジェクト指向におけるさまざま表記方法

を統一する目的で UMLが作成されたところから来ており，１９９７年に OMG

（Object Management Group）というオブジェクト指向技術の標準化団体

において標準として採用された。

UMLでは，システム分析，設計，実装までを図的表現を主として一貫

して標準化しているが，それぞれの開発フェーズでの記述内容の違いか

ら，以下に示す表記方法の中から対象システムの各フェーズで最適なもの

を選択して使用する。

・ユースケース図：業務を実施する主体，その業務が提供するサービス

（コンピュータシステムの場合にはこれが機能となる）並びにサービ

スを利用する主体を表現する。主に，分析フェーズで使用される。

・クラス図：オブジェクトの振る舞いを記述するクラスについて，クラ

スとその関係を記述するものである。例えば，分析フェーズでは，ど

のような振る舞いをするオブジェクトがあるのかを記述するのに使用

し，設計フェーズでは，クラスの構造（クラス定義とその関係）を表

すために用いる。

・オブジェクト図：オブジェクトの関係のみを抽出して表記したもので

ある。分析範囲が広い場合にはクラス図では，煩雑になるため，オブ

ジェクト図を併用すると便利である。

・シーケンス図とコミュニケーション図：オブジェクト間のメッセージ

のやり取りや，オブジェクトの振る舞いを表すものであり，時間軸に

沿って表記したものが，シーケンス図であり，オブジェクト間の関係

上にメッセージのやり取りを記述したものがコミュニケーション図で
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ある。

・ステートマシン図：オブジェクトの状態遷移を示すために用いられ，

状態遷移する際のイベントと遷移した後のアクションを記述する。

・コンポーネント図：ソフトウェアコンポーネント間の依存関係を示す

ために用いられ，ソフトウェア部品（コンポーネントなど）間の関係

やプログラムの物理的な関係を記述する。実装フェーズで用いられ

る。

・配置図（deployment diagram）：ソフトウェアの物理的な配置（どの

コンピュータにどのソフトウェアを実装するかなど）を記述する。実

装フェーズで用いられる。

上記の図の他に UML２．０から，複合図，インタラクションオーバビュ

ー図，タイミング図，インタラクションテーブルが追加されている。

ア）上記の状態チャート図の記述である。

ウ）クラス図またはオブジェクト図の説明である。汎化や集約は，上記

のクラス図やオブジェクト図に記述するクラスの関係のひとつであ

る。また，クラス図やオブジェクト図はオブジェクトの振る舞いを記

述しないため，静的モデルと呼ばれる。

エ）上記のコンポーネント図の説明である。

問１７ 解答 ア

データ中心設計には，品質向上や開発効率向上のためにプログラムの部

品利用を容易にするための概念があり，その中心を成すものがデータのカ

プセル化である。データに対する操作について，そのデータを操作できる

プログラムを一つに限定し，他のプログラムがそのデータに対して参照，

更新，削除などの操作をするときには，そのプログラムに指示することと

する。この設計思想により，データ操作についての品質を向上させること

ができ，かつ，開発効率の向上も目指している。

イ）データ中心設計では，各サブシステムが直接データを操作するので

なく，データをカプセル化しているモジュールを介することで，各サ

ブシステム間の独立性を高めることができる。
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目 的 招集者，責任者 実施方法 位置づけ

ウォークスルー 内容の理解
欠陥の発見

開発者 机上で協同検証 非公式

インスペクション 欠陥の発見 専門的な訓練を
受けた者

協同検証 公 式

ラウンドロビン 内容の理解
欠陥の発見

レビュー参加者
が持ちまわり

協同検証 非公式
公 式

ウ）アプリケーションプログラムはデータ構造とは関係なく，データを

保持する共通プログラムへの操作指示のみがデータをアクセスする方

法となるため，データの詳細な構造を知らなくてもアクセスできる。

エ）データを制御する手続きも一意に定義し，データを保持する共通プ

ログラムに組み込まれる。

問１８ 解答 ア

ア）STS（Source，Transform，Sink）分割についての説明を正しく記

述している。

イ）TR分割（transaction division）は，データの構造そのものではな

く，データの処理の違いに応じてモジュール分割する手法である。こ

のため，データに応じて処理が異なるときに適した手法であり，特

に，処理形態による向き不向きはない。

ウ）共通機能分割とは，システム全体で同じような機能を洗い出して一

つのモジュールとしていく方法である。データの構造に着目する手法

には，ワーニエ法があり，入力データのデータ構造にのみ着目し，こ

のデータ構造に沿ってモジュールを構成していく方法である。

エ）ジャクソン法は，入出力データの構造に基づいて，入力データから

出力データへの対応表を作成し，その対応に従ってモジュールを構成

していく方法である。

問１９ 解答 エ

問題文に記述されているレビュー手法をレビュー責任者と実施方法の視

点からまとめると以下のとおりである。
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ａは，参加者全員が分担してレビュー責任者を務めるとの記述から，ラ

ウンドロビンであることが分かる。ａのみの記述から解答を導くことがで

きる。

また，ｃにレビュー対象を評価するとあることから，ｃは公式なレビュ

ーであることが分かり，問題の選択肢ではインスペクションの記述である

ことが分かる。

ｂはすべてにあてはまるので，この記述からは判断できない。

問２０ 解答 イ

埋め込みエラーから全エラーの内どれだけの割合のエラーが発見されて

いるか推測する。

エラー発見率 ３６÷４８＝０．７５

全エラー数推定数 ４２÷０．７５＝５６

残存エラー推定数 ５６－４２＝１４

問２１ 解答 ウ 判定条件網羅

ホワイトボックステストにおけるテストケース作成方法には，主に，命

令網羅（条件文を除くすべての命令を１回以上実行する。），判定条件網羅

（全ての条件文の真と偽を１回以上実行する。），条件網羅（条件文内の各

条件それぞれについて真と偽のケースを実行する。条件文が複合条件とな

っている場合に判定条件網羅と異なるケースが発生する。），判定条件／条

件網羅（判定条件網羅＋条件網羅で，全ての条件を実行する。），複数条件

網羅（全ての条件の組合せを実行する。）にレベル分けされる。

本問は，判定条件網羅であるので，A or Bの結果が真と偽となるケー

スを設定すればよい。

A or Bが偽となるケースは，Aも Bも偽。

A or Bが真となるケースは，Aまたは Bが真。

問２２ 解答 エ CPM

作業のクリティカル・パスを分析し，プロジェクト日程を管理する手法
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に PERTがあるが，さらに，追加費用と所要期間を分析できるようにし

た手法が CPM（クリティカル・パス・メソッド）である。

本問では，クリティカル・パスは，B→E→Gであるので，この中のど

れかを１日短縮すればよい。費用勾配は，作業を特急作業として１日短縮

するための費用であるから，追加費用を最も少なくする方法は，費用勾配

が最小の作業を特急費用で実施することである。

よって，費用勾配の表から，B，E，Gで最も費用勾配が小さい Eを特

急作業とすると追加費用が最小となる。

問２３ 解答 ウ EVM（Earned Value Management）

成果物の金額換算で進捗状況を測定するのが EVMの特徴であり，コス

トと同じ尺度で成果物を比較出来る。出来高計画値は，計画段階での成果

物の金額換算値であり，出来高実績値は，実際の成果物の金額換算であ

る。また，コスト実績値は，実際に掛った費用である。

出来高についての計画と実績の比較で成果物の進捗状況が把握できる。

コスト実績値と出来高実績値の比較により，成果物の生産性を把握するこ

とができる。また，コスト実績値と出来高計画値の比較により費用支出

（キャッシュフロー）の計画と実績が比較できる。

コストが超過しないためには，生産性が計画値以上であることが必要な

ので，コスト実績値と出来高実績値を比較し，コスト実績値よりも出来高

実績値が上回っていればよい。

納期つまり進捗状況をみるためには，出来高計画値と出来高実績値の比

較で把握できる。予定どおり完了するためには，出来高実績値が出来高計

画値を上回っている必要がある。

以上より，題意の条件を満たしているのはウであることから，これが正

解となる。

問２４ 解答 エ 開発規模と開発工数

一般的に，システム開発においては，開発規模に関して以下の２点が工

数に影響することが知られている。
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・プログラム開発量の増大により，プログラム間のインターフェースが

組み合わせの数だけ増える。

・開発要員のコミュニケーションが要員の組み合わせの数だけ増える。

この増大をさまざまな手法で抑制するのがソフトウェア工学であるが，

増大を０には出来ないため，開発工数は開発規模の比例よりも大きくな

る。

ア）開発が小規模の段階で，中規模の段階以上に急激に開発工数が上昇

することは，一般的ではない。

イ）大規模な開発では，中規模な開発以上に開発工数の増加割合が急激

になるため，グラフは誤りである。

ウ）イと同様の理由から，グラフは誤りである。

問２５ 解答 エ プロセス成熟度モデル（２００２年問２２と同じ）

ソフトウェア開発組織の能力を評価する尺度として，プロセスの成熟度

を測るためにカーネギーメロン大学 SEI（Software Engineering Institute）

のハンフリー（Humphrey）氏らが提案したモデルが，CMM（Capability

Maturity Model）である。CMMでは評価尺度は以下の５段階に分けられ

ている。

・レベル１（初期のレベル）：組織として保証できる状態でない。

・レベル２（反復可能なレベル）：スケジュールや予算を管理でき，統

計的に容認できる範囲に収まる状態。（イ）

・レベル３（定義されたレベル）：標準的なプロセスが明文化され，組

織内のすべての人が利用できる状態。（ウ）

・レベル４（管理されたレベル）：品質と生産性を改善するための指標

が測定されおり，改善活動を実施している。プロセス全体が計画時点

から組織的に管理できている状態。（ア）

・レベル５（最適化するレベル）：プロセスを改善するための仕組みが

規定されている状態。（エ）

以上より，エが正解である。
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問２６ 解答 エ ロールバック

データベースの障害回復について正しく理解できているかどうかを問う

問題である。データベースでは，秒単位でチェックポイントが取られ，メ

モリとディスクの不整合が起こらないようにしている。さらに，トランザ

クションの更新前と更新後にジャーナルを取得しており，障害発生時の迅

速な回復に備えている。

メモリ内容がディスクに反映される前に障害が発生しているトランザク

ションでは，データの不整合が発生している可能性がある。ロールバック

は，その不整合の可能性を排除するため，更新前のジャーナルを基にし

て，トランザクション実行前のデータに戻すことである。コミットしてい

てもチェックポイントまで実施されていなければ，ロールバック対象とな

る。

対して，ロールフォワードは，更新後ジャーナルを基にして，トランザ

クションが実行された順序でデータを更新することである。これは，ディ

スクに物理的な障害が発生した場合や，チェックポイント実施前に障害が

発生したためにロールバックしたトランザクションに適用される。

問２７ 解答 ウ 運用テスト

運用テストとは，システムテストあるいは総合テストが完了した後に本

番環境または類似した環境で実施するものであり，開発側が実施するもの

をフィールドテスト，ユーザ側が実施するものを受け入れテストと呼んだ

りする。

ア）ソフトウェアの機能を確認するのは，単体テストからシステムテス

トにおいてであり，受け入れテストではない。

イ）処理能力のテストは，開発側が実施するものである。

ウ）運用マニュアルどおりにシステムが動作するかどうかは，ユーザ側

が実施するテストであり，受け入れテストの一つである。

エ）アクセス制御の確認は，ソフトウェアの機能確認であり，システム

テストまでに，開発側が実施する。
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問２８ 解答 ウ 可用性管理

ITILは，ITサービス管理のベストプラクティスを体系化したものであ

り，英国政府関連の情報システムを管理する基準として１９８９年に初版が

公表された。８つの分野に分類されており，中心的な分野が，「サービス

サポート」（サービスデスク，インシデント管理，問題管理，構成管理，

変更管理，リリース管理）と「サービスデリバリ」（サービスレベル管

理，ITサービス財務管理，キャパシティ管理，ITサービス継続性管理，

可用性管理）である。

本問は，「サービスデリバリ」の可用性管理に関連した出題となってい

るが，直接 ITILの知識を問うよりも，システム運用業務における可用性

について理解しているかどうかを試す問題である。

ア）ITサービス継続性管理

イ）キャパシティ管理

ウ）可用性管理

エ）インシデント管理

問２９ 解答 イ リスク管理

リスクに対する費用は，対策費用とリスク費用の和で表されるので，表

中の対策費用＋リスク費用が最小のものを選べばよい。

本問におけるリスク費用とは，リスクの発生確率や実際に顕在化したと

きに発生する費用について，推定して求めた損失額のことであり，このリ

スク費用の推定と対策費用の分析のことをリスクに関する費用便益分析と

呼ぶ。

リスクの対処方法には，回避，移転，低減があり，本問題での対策費用

はリスク対処のための費用を示していると解釈できる。リスク回避は，リ

スクを発生しないようにする対処方法で，リスク移転は，保険のようにリ

スクが顕在化したときの費用を他の組織に転嫁する対処方法である。リス

ク低減は，損失額を軽減したり，リスクを分散したりする対処方法であ

る。
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問３０ 解答 ア ソフトウェアの品質副特性（２００２年問２８と同じ）

ソフトウェア製品の品質特性は，機能性，信頼性，使用性，効率性，保

守性，移植性の６分類にされている。この中で，信頼性は成熟性，障害許

容性と回復性の副特性が挙げられる。

ここでは，回復性の説明となっているアが正解となる。

イ）保守性の副特性である解析性の説明である。

ウ）使用性の副特性である運用性の説明である。

エ）機能性の副特性である相互運用性の説明である。

以下に JIS X０１２９で定義されている品質特性と副特性を列挙する。

・機能性（Functionality）：合目的性，正確性，相互運用性，標準適合

性，セキュリティ

・信頼性（Reliability）：成熟性，障害許容性，回復性

・使用性（Usability）：理解性，習得性，運用性

・効率性（Efficiency）：時間効率性，資源効率性

・保守性（Maintainability）：解析性，変更性，安定性，試験性

・移植性（Portability）：環境適応性，設置性，規格適合性，置換性

問３１ 解答 エ 話の展開順序の方法

問題文では，A社から D社までのいずれの会社においても，間接部門

の IT化が有効であったと記述している。この事実を踏まえて，「間接部門

の生産性と経費の節減が重要な課題となっている当社においても（以下省

略）」という結論を得ている。このように，個々の具体的な事例から一般

的な原理や法則，結論を導き出す形で論を展開してゆく手法を帰納的順序

法という。

ア）因果的順序法は，物事の因果関係に則って話を進めてゆく手法のこ

とで，原因と結果を順に記述する形式や，結果から原因へさかのぼる

形式など様々な方法がある。

イ）演繹的順序法は，大前提・小前提・結論による三段論法で話を進め

る手法である。
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エ）起承転結型順序法は，話の導入部分「起」，主題を展開し話の中心

部となる「承」，視点を変え転換させる「転」，結論をまとめる「結」

で構成する方法である。

問３２ 解答 ウ 公開かぎ暗号方式

公開かぎ暗号方式では，データの暗号化／復号化に異なる２つのかぎを

用いる。通信相手から電文を受け取る場合は，送信者が公開かぎで暗号文

を作成し，本人が公開かぎとペアになっている秘密かぎで復号する。逆に

通信相手へ電文を送信する場合は，本人が秘密かぎで暗号化し，公開かぎ

で復号してもらう。

共通かぎ暗号方式に比べ，相手の数に関係なく公開かぎは１つでよいな

ど，かぎの管理が容易で安全性が高いという特徴がある半面，暗号化／復

号化に処理時間を要するという欠点がある。このため，電文の暗号化は共

通かぎ暗号方式で行い，そこで用いる秘密かぎを公開かぎ暗号方式でやり

とりするハイブリッド方式が一般的には利用されている。公開かぎ暗号方

式としては RSAが有名で，他に楕円曲線暗号，ElGamal暗号などがある。

ア）アルゴリズムを秘密にしてしまっては，通信相手は暗号化ができな

い。公開かぎ暗号方式では，暗号化かぎか復号かぎのいずれかを公開

かぎとして公開するが，もう片方は秘密かぎとして管理する。

イ）アルゴリズムを秘密にするのではなく，復号かぎを秘密にすること

で暗号文を保護する。

エ）本人が通信相手に電文を送信する場合は，問題文の記述は正しい

が，だれでも復号できるので暗号としては機能しない。本人が送信す

る場合は，通信相手の管理する公開かぎで暗号化する方法を採るべき

である。

問３３ 解答 ア ディジタル署名

ディジタル署名は，電子メールやオンライン取引などにおいて，その電

文が正当な発信者から発信され，途中で改ざんなどが行なわれていないこ

とを示すために付けられる署名情報で，公開かぎ暗号方式の応用によって
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成り立っている。署名者は，送信文書をハッシュ化しメッセージダイジェ

ストを作成する。このメッセージダイジェストを自身の秘密かぎで暗号化

し，文書に付加して送る。受取人は，署名者の公開かぎを用いて署名を復

号するとともに，オリジナル文書をハッシュ化してメッセージダイジェス

トを作成し，両者の一致を確認する。送受信者のメッセージダイジェスト

が一致すれば，公開かぎのペアとなる秘密かぎの持ち主（＝正規の署名

者）によって暗号化されたことと，署名が行われた後でメッセージに改ざ

んがないことを証明できる。

イ）ディジタル署名は，電子メールが改ざんされていないことを保証で

きるが，内容の改ざんを防ぐことはできない。

ウ）ディジタル署名は，電子メールの内容を暗号化する方法ではないた

め，機密性を保証することはできない。また，内容の改ざんを防ぐこ

ともできない。機密性の保証や改ざんの防止は，電子メール内容や通

信経路の暗号化で実現される。

エ）ディジタル署名は，機密性を保証することはできないし，改ざんが

行なわれた場合の修復もできない。

問３４ 解答 ウ ブートセクタ感染型ウィルス

コンピュータウィルスには，感染する場所や活動状況などによって様々

に分類されている。ブートセクタ感染型ウィルスとは，感染する場所によ

る分類名称であり，ブートプログラム（起動プログラム）を格納している

ブートセクタ（システム領域）に感染する。ハードディスクの場合，ディ

スクの区画情報があるマスターブートセクタ（パーティション・テーブ

ル）に感染するタイプもある。ウィルスに感染したフロッピーディスクで

マシンの起動動作を行うと，ハードディスクのシステム領域（マスターブ

ートレコード）に感染し，感染したハードディスクでマシンを起動する

と，メモリに常駐してファイルの入出力を監視する。その後，書き込み可

能なフロッピーディスクにアクセスすると，そのブートセクタに感染す

る。

ア）直接感染型ウィルスの説明である。直接感染型ウィルスは，感染し
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た実行ファイルよりもウィルスプログラムが先に実行され，その時に

他の実行ファイルを探して感染を広げる。

イ）自己暗号化型ウィルスの説明である。自己暗号化型ウィルスは，そ

の存在を隠すために自分自身を暗号化するウィルスで，自身をファイ

ル内のデータのように見せかけることもある。自己暗号化型ウィルス

には，ポリモフィズム型やステルス型がある。

エ）メモリ常駐型ウィルスの説明である。ブートセクタ感染型ウィルス

もメモリ常駐型であるが，問題文の記述はブートセクタ感染型ウィル

スに限定したものではない。

問３５ 解答 ウ 情報システムのリスクマネジメント

ISMSガイド（Ver１．０）には，リスクマネジメントの定義として，「IT

システムの資源に影響を及ぼす不確かな事象を識別，制御，除去，または

低減する総合的なプロセス」とある。その運用手順としては，①情報資産

の洗い出しと分類，②現状の把握，ギャップ分析，③脅威，ぜい弱性，重

要度分析，④リスク評価，⑤管理策の選択，⑥セキュリティポリシー及び

関連する手順等の承認，見直し，改訂 を挙げている。また同ガイドで

は，リスク評価を「情報や情報処理設備等に対する脅威及びその脅威への

ぜい弱性を分析し，その結果からリスクが顕在化する可能性及び顕在化し

た場合の事業への影響度を検証すること」と定義している。

ア）脅威は情報システムに対して悪い影響を与える要因のことで，ぜい

弱性は脅威の顕在化を実際の損失に結びつける情報システムの弱点の

ことである。

イ）問題文に記述された内容は，ぜい弱性ではなく脅威の説明である。

エ）リスク評価の定義は，前記のとおり。問題文の内容は，リスクコン

トロール（またはセキュリティ対策）の説明である。

問３６ 解答 エ 情報システムのリスク分析

リスク分析は，一般的には以下の手順で行う。

存在するリスクの発見→リスク強度の測定→リスク対策の策定
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→リスク対策の実施

問題文の選択肢をこれに当てはめてみると，次のようになる。

存在するリスクの発見；④

リスク強度の測定；①，③

リスク対策の策定；②

⑤分析対象の理解と分析計画は，これらの手順に先立って行うべき事柄

であるため，作業の先頭に位置する。また，①と③との順序は，事故態様

の関連分析と損失額予想を経ないと影響度の評価ができないことから，③

→①となる。

したがって，作業順序は⑤→④→③→①→②となり，エが正解である。

問３７ 解答 イ 中断による損失額と復旧対策投資との関係（２００２年問

３３と同じ）

災害に伴う処理中断によって生じる損失額と，復旧対策に投資する費用

を，中断時間と復旧時間との関係で表わしたグラフの見方に関する問題で

ある。

復旧時間を早くするためには，対策により多くの投資が必要となる。ま

た，中断時間が長ければ，それだけ損失額が膨らむ。つまり，対策費用と

復旧時間，損失額と中断時間がそれぞれ相関関係にあり，その他の項目同

士には直接的な相関関係がないことに気付けばよい。

問題文では，グラフ Aが対策費用と復旧時間との関係を表わしてお

り，グラフ Bは損失額と中断時間との関係を表わしている。

問３８ 解答 エ 共通フレーム９８（SLCP―JCF９８）

SLCP（Software Life Cycle Processes）はソフトウェア開発の工程区分

で，１９９５年に国際標準化機構によって ISO／IEC１２２０７として規格化さ

れ，１９９６年には JIS（X０１６０）として規格化された。一方，システム開発

と取引のための「共通フレーム」は，１９９４年に SLCP―JCF９４が発表され

ており，この共通フレームを国際規格に適合させるよう見直して作成され

たものが，共通フレーム９８（SLCP―JCF９８）である。
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これは，ソフトウェアの開発，保守，運用を「プロセス」「アクティビ

ティ」「タスク」の３階層構成で定義している。主ライフサイクルプロセ

スは，「取得」「供給」「企画」「開発」「運用」「保守」という６つのプロセ

スで構成されている。他に，支援ライフサイクルプロセスは８つのプロセ

ス，組織に関するライフサイクルプロセスは４つのプロセスで構成されて

いる

SLCPの標準化は，ソフトウェア開発に必要な作業について，購入者と

供給者で同じ定義と名称を利用することが可能となり，共通の物差しを持

つことができる点に意義がある。

ア）システムの構成要素についての区分である。

イ）システムの処理単位の区分である。

ウ）OSI基本参照モデルのレイヤー区分である。

問３９ 解答 エ 文字コード

文字コードについて問われている。

UCS―２（Unicode）は，Apple社，IBM社，Microsoft社など米国の情報

関連企業が中心となって提唱され，１９９３年に国際標準化機構（ISO）で標

準化された文字コード体系で，１つの文字コード体系で多国語処理が可能

となっている点が特徴である。世界の主要な言語が殆ど収録されている。

ア）EUC（Extended UNIX Code）の説明である。EUCは，AT&T社が

定めた複数バイトの文字を扱う文字コードの枠組みで，複数バイト言

語の各国の文字コードが規定されている。

イ）シフト JISコードの説明である。JISコードを改良したもので，文

字の先頭のビットだけで，１バイト文字（半角文字）と２バイト文字

（全角文字）とを判別できる。

ウ）ASCIIコード（American Standard Code for Information Inter-

change）の説明である。１９６３年にアメリカ規格協会（ANSI）が定め

た情報交換用の文字コードの体系。７ビットで表現され，１２８種類の

ローマ字，数字，記号，制御コードで構成されている。
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問４０ 解答 ウ 物流識別用の標準物流シンボル

物流識別用の標準物流シンボルとして，主に段ボールなどの集合包装に

マーキングされているバーコード規格は ITF（Interleaved Two of Five）

である。ITFのコード体系は，梱包された商品の JANコードの前に，１桁

（標準バージョン１４桁の場合）または２桁（拡張バージョン１６桁の場

合）の梱包形態を示す物流識別コードを付加してできている。

ITFは，段ボールなどの印刷条件の悪いものに対しても印刷が可能なこ

と，コンベア上で移動中であっても自動読み取りが可能なことなど，物流

で利用しやすい条件を満たしている。

ア）CODE３９は，数字，アルファベットなど合計４３個の文字と記号を

コード化したバーコードで，アルファベットを扱えることから，自動

車・電気関係などの工業用として広く利用されている。

イ）CODABARは，日本では NW―７という名称で規格化されているバー

コードで，２種類４本のバーと３本のスペースで１つの文字を表わし

ている。現在は，宅配便の配送伝票や書留郵便の管理用など数字の連

番印刷が必要なものに広く利用されている。

エ）JANコードは，JIS（JIS―X―０５０１）により規格化されたバーコード

で，標準タイプ（１３桁）と短縮タイプ（８桁）がある。アメリカ／カ

ナダの UPC，ヨーロッパの EANと互換性があるため，商品の識別用

として全世界で利用されており，一般に流通している殆どの商品にマ

ーキングされて POSシステムなどで活用されている。

問４１ 解答 エ デルファイ法

専門的知識や経験を有する人の直感や推量を生かし，アンケート調査に

よって集団の意思を対照させながら調査を繰り返して，意見を収束させる

ことで未来予測を行う手法は，デルファイ法という。

システム開発においては，類似プロジェクトの実績をもとに新規プロジ

ェクトの開発工数を見積もる場合などに利用される。

ア）因果関係分析法は，目的変数に利く変数を設定して利き方のモデル

を作成し，それを検証して予測する方法。
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イ）クロスセクション法は，先行している他の事例などから，同様の事

例が起きることを想定して，未来を予想する手法。

ウ）時系列回帰分析法は，時間的なトレンドや繰り返しがある場合に，

時刻などをダミー独立変数として追加し，そのダミー独立変数の影響

度の分析から目的の変数を予測する方法。

問４２ 解答 ウ リーダシップスタイル（２００２年問３８と同じ）

R. ブレークと J. ムートンによって開発されたマネジリアル・グリッド

に関する問題で，組織とリーダシップの関係について問われている。

組織発足当初は，構成員や仕組みの成熟度が低いため，仕事本位のリー

ダシップで引っ張っていく。したがって，選手をきちんと管理することに

よりリーダシップを発揮する。（ａ）

徐々にリーダと構成員との人間関係が醸成されると，構成員をより重視

したリーダシップに移行する。すなわち，戦略の策定に際して選手と十分

に話し合うようにする。（ｂ）

さらに構成員が成熟してくると，選手の自主性がより高まってくるた

め，特にうるさく言わずともリーダの意図を察知したり，適切な行動が取

れる頻度が増えてくる。（ｃ）

構成員が十分に成熟すると，選手は基本的に自主性を持って行動できる

ようになるため，選手の自主性を損なわないことが成功を導くことにつな

がる。（ｄ）

問４３ 解答 ウ コーポレートガバナンス

コーポレートガバナンスとは，「企業統治」と訳され，企業における意

志決定の仕組みのことを指す。９０年代半ば以降企業の不祥事が多発した

ことから，企業運営の監視・監督に対する必要性が認識されるようにな

り，注目を集めるようになった。企業内部では，社外取締役・社外監査役

の導入による監査機能の強化，執行役員制度の導入による意志決定機関と

業務執行機関の分離などがある。また外部環境としては，２００３年３月の

証券取引法の改正による情報開示の義務付けがある。
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ア）環境マーケティングまたはソーシャル・マーケティングの説明であ

る。

環境マーケティングとは，エコロジーとエコノミーを両立させるマ

ーケティング手法で，企業努力と社会システムの確立によって，地球

環境負荷の低減と利益の両立をめざすものである。また，ソーシャ

ル・マーケティングは社会的マーケティングやグリーン・マーケティ

ングなどともいわれ，マーケティングを単に企業の生産や販売，サー

ビスに限定せずに，社会的な様々な要因にまで広げて考えようとする

概念である。

イ）CSR（Corporate Social Responsibility）の説明である。

CSRは一般的に「企業の社会的責任」と訳されているが，今のと

ころ明確な定義はない。企業が社会に対して負う責任という意味か

ら，企業の評価基準としての重要性が注目されるようになっており，

CSRの理念を取り入れて，これを企業活動につなげる動きが増加し

てきている。

エ）IR活動の説明である。

IR（Investor Relations）活動とは，企業の価値を正しく伝えること

によって，企業が市場で適切に評価されることを目指す戦略的マーケ

ティング活動である。

問４４ 解答 イ ERP

ERP（Enterprise Resource Planning）は，問題文のように企業全体の経

営資源を総合的に計画・管理する手法や概念のことであり，「全体最適」

がキーワードとなる。一方，ERPの実現を支援するために，人事管理，

生産管理，資金管理など，企業のすべての経営資源を効率的に計画し，管

理するパッケージプログラムを ERPと呼ぶこともある。システム開発現

場では後者の意味で使うことが多いため，選択肢イ）を不正解と考えた方

もいるかと思う。本来の意味を十分にご理解いただきたい。

ア）SFA（Sales Force Automation）の説明である。

IT技術によって営業活動の業務革新を実現するためのコンセプト
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が SFAで，取引履歴管理や進捗管理などの機能を社内外から利用で

きる環境を提供する。

ウ）リテールサポートシステムの説明である。具体的には，「商品，競

合，価格，消費者，キャンペーン等に関する情報提供」「オペレーシ

ョンコスト削減提案」「物流・情報システム共有化」など様々な方法

がある。

エ）EC（Electronic Commerce）の説明である。

個人や企業が行う商取引のプロセスを電子化，ネットワーク化した

もので，「電子商取引」と訳される。インターネットなどの電子的な

ネットワーク活用した取引以外に，CALSや EDIも含めて ECと定義

されることもある。

問４５ 解答 エ 全体計画立案時における業務モデル化の目的（２００３年

問４１と同じ）

情報システムの全体計画立案時に業務をモデル化する目的が問われてい

る。

情報システムは業務処理（組織における活動）を実現するためのもので

ある。情報システムの全体計画立案時には，組織における情報システムの

全体像が計画される。情報システムとは，組織における情報を扱う活動を

コンピュータを利用して実現するものである。したがって，情報システム

の全体計画を立案する際には，組織における業務をモデル化し，組織の活

動と情報の関連を構造化することが求められる。このことによって，情報

システムを活用する企業のあるべき姿を示すことができる。

ア）情報システムの全体計画は，各部門の職務分担を決めるためのもの

ではない。

イ）情報システムの全体計画立案時に，業務の実態を具体的かつ詳細に

把握する必要はない。

ウ）業務のモデル化は，企業のあるべき姿を示すために行うことであ

り，業務機能の問題点を抽出するために行うことではない。
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問４６ 解答 ア 連結損益計算書

連結決算とは，法的に独立した法人であるが，実質的には支配従属関係

にある複数の会社からなる企業集団を単一の組織体とみなして，その経営

成績および財政状態を総合的に把握するための決算方法である。連結決算

にしたがって親会社が作成した財務諸表を連結財務諸表といい，個別財務

諸表と比べて企業集団の実態をより明確に把握することができる。

その会社の意思決定機関を他の会社に支配されている会社を子会社とい

い，親会社の連結対象となる。問題文から A社と B社，C社，D社の関

係を整理すると，以下のようになる。

・A社は B社の株式の８０％を取得しているため，B社は A社の子会社

である。

・B社は C社の株式の６０％を取得しているため，C社は B社の子会社

である。

B社は A社の子会社であるため，C社も A社の子会社である。

・B社は D社の株式を２０％しか取得しておらず，役員の派遣などの関

係もないことから，D社は A社・B社いずれの子会社でもない。

また，Aの売上高の１０％が子会社である B社に対するものであるた

め，取引の相殺消去が必要である。このため，B社に対する売上高は連結

売上高から減額しなければならない。

したがって，A社の連結売上高は以下のように求められる。

A社の連結売上高

＝７００，０００（A社の売上高）＋３５０，０００（B社の売上高）＋２５０，０００（C社の売

上高）－７００，０００×１０％（B社の Aへの売上高）

＝１，２３０，０００

問４７ 解答 エ 損益分岐点計算

損益分岐点計算の応用問題である。

損益分岐点とは，収入と支出が均衡して利益も損失も発生しない状態の

ことで，以下の算式で求められる。

損益分岐点売上高＝固定費＋目標利益／１－変動費率
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一方，目標利益を設定する場合の目標売上高はこれを応用して，以下の

ように求められる。

目標売上高＝固定費＋目標利益／１－変動費率

このため，目標利益確保に必要な販売数を X個とすると，

売上高＝８００X，変動費率＝５００X／８００X＝０．６２５

となる。

問題文から，固定費＝３６０，０００，目標利益＝３，０００，０００であるので，

目標売上高＝３６０，０００＋３，０００，０００／１－０．６２５

＝８，９６０，０００

したがって，目標利益確保に必要な販売数は以下のように求められる。

必要な販売数＝８，９６０，０００／８００

＝１１，２００

問４８ 解答 エ フリーキャッシュフロー

フリーキャッシュフローとは，その企業が本来の事業活動によって生み

出すキャッシュフローのことで，生み出したキャッシュフローに法人税，

運転資本の増減及び設備投資額を加減したものである。

フリーキャッシュフロー＝営業利益×（１－実効税率）＋減価償却費

－設備投資±運転資本の増減額

フリーキャッシュフローは，株主である資本の提供者や企業が，資金の

提供者である金融機関や社債権者のような負債の提供者に対して自由に分

配できるキャッシュであり，企業はこのフリーキャッシュフローを原資と

して，株主への配当や債権者への金利支払を行う。したがって，フリーキ

ャッシュフローの大きさは，企業活動の健全性を示しているといえる。

フリーキャッシュフローを極大化する方法としては，営業利益の極大

化，設備投資の効率化，運転資本の極小化などがある。設備投資を行なう

際には，その投資が投資額以上のキャッシュフローを生み出すよう収益性

を重視した投資管理が必要である。万一キャッシュフローを生まない事業

や資産がある場合はこれを見直して，処分や売却によりキャッシュフロー

を改善させるべきである。
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ア）フリーキャッシュフローが大きいことは，企業活動が健全であるこ

とを示しているといえるため，事業の縮小や遊休資産の売却は必要な

い。

イ）フリーキャッシュフローが小さい場合には，戦略的な投資よりも営

業利益の極大化や設備投資の効率化を図るために，企業活動や遊休資

産の見直しを優先する必要がある。

ウ）フリーキャッシュフローがマイナスになることと，企業が成熟期に

あることとは関連性がない。この場合，財務体質の改善よりも営業利

益の極大化により，キャッシュフローを生み出す努力をしなければな

らない。

問４９ 解答 イ 管理図法

品質改善活動において利用される管理図法に関する問題である。

特性要因図は，「問題とする特性と，それに影響を及ぼしていると思わ

れる要因との関連を整理して，魚の骨のような図に体系的にまとめた図」

である。トラブルを誘発する要因と改善可能な課題が複雑にからみ合って

存在する場合，その結び付きを整理するには有効であるが，要因を層別に

分析する用途には向かない。

パレート図は「問題となっている事象等を原因別に分類してデータをと

り，分類した要素の多い順にならべて，その大きさを棒グラフであらわ

し，累積曲線で結んだ図」であり，分類した要素を層別に分析して最も重

要な要素を的確に発見し，改善活動の重点目標を決めるのに役立つ手法で

ある。

ヒストグラムは，数量化できる要因などのデータについて，そのデータ

の度数分布を見やすく表すことができるが，要因を層別に分析する用途に

は向かない。

レーダチャートは，事象ごとに要因間の発生頻度などの値やバランスを

比較する場合に利用されるグラフであり，要因を層別に分析する用途には

向かない。

よって，イが正解である。
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問５０ 解答 ウ

１回当たりの発注量を変更した場合に，仕入・発注・保管に必要な年間

総費用がどのように変化するかを問うている。１回の発注量を増やすと，

発注回数の減少による発注費低減と大口発注割引による仕入額低減が図れ

るが，保管数量が増加するため保管費用が増大する。必要な年間総費用を

実際に計算して，両者を比較すればよい。ただ，１個当たりの年間保管費

用が提示されているが，費用算定に関する詳細な説明がないため，年間の

保管費用は平均保管数量に基づいて単純に計算するしかない。

４０個の時

発注費用：２万円×４００／４０＝２０万円

保管費用：１万円×４０／２＝２０万円

仕入商品：５万円×４００＝２，０００万円 合計２，０４０万円

１００個の時

発注費用：２万円×４００／１００＝８万円

保管費用：１万円×１００／２＝５０万円

仕入商品：５万円×０．９×４００＝１，８００万円 合計１，８５８万円

両者の差額 ２，０４０万円－１，８５８万円＝１８２万円

よって，ウが正解である。

問５１ 解答 ウ カンバン方式で用いられる調達方法

カンバン方式で用いられる調達方法についての設問である。

カンバン方式とは，「必要なものを，必要な時に，必要なだけ」調達

し，生産し，供給することを基本コンセプトとした JIT（ジャスト・イ

ン・タイム生産）実現のための生産管理手法である。

カンバン方式では，部品名，数量等を書いた札（カンバン）を工程間で

回すことによって生産を管理する。カンバンは，後工程から前工程への部

品運搬指示用の「引き取りカンバン」と，生産指示用の「生産指示カンバ

ン」に大別される。部品を使用するごとにこれらのカンバンを回すこと

で，後工程は必要な部品を必要な時に必要なだけ引き取り，前工程は引き

取られた量だけ生産補充することが可能となる。これによって JITを実現
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している。

よって，ウが正解である。

問５２ 解答 エ Webページの著作権

Webページの著作権に関する問題である。

著作物は著作権法によって無断で使用することを禁じられており，著作

者に無断でWebサイトやブログ，掲示板などに転載したり，データを掲

載したりすると著作権侵害となる。著作権法では，著作権者の許諾を得ず

に使用する「引用」を認めているが，これには引用した著作物の出自を明

記することや引用した部分がきちんと区別されていることといった要件を

満たす必要がある。

Webページ特有の事例として，リンク集の著作権がある。リンク先と

その URLだけのリンク集でも製作者の著作権が認められると考えられる

が，問題文のように，分野ごとに URLを収集し，簡単であってもコメン

トを付したリンク集は著作物であり，著作権法によって保護される。

ア）営利目的，私的利用のいずれにおいても，他人の著作物を無断掲載

すると，著作権の侵害となる。

イ）フリーウェアは，一般的に無償で使用できるがソースコードの改

変・再配布等に制約が設けられているソフトウェアのことを指し，製

作者が著作権を留保しているため，著作権法による保護の対象とな

る。

ウ）シェアウェアを使用して作成したデータの著作権は作成者に帰属す

るため，試用期間終了後に掲載しても，著作権の侵害に当たらない。

問５３ 解答 ア

トレードシークレットを保護する法律としては，「事業者間の公正な競

争及びこれに関する国際約束の的確な実施を確保」を目的とする不正競争

防止法がある。この法律によって，人事情報，顧客情報，ファイナンス情

報，製造技術情報，などの幅広いトレードシークレットが規制や保護の対

象となっている。
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トレードシークレットは「秘密として管理されている生産方法，販売方

法その他の事業活動に有用な技術上または営業上の情報であって，公然と

知られていないもの」とされており，法律上の保護を与えられるためには

「秘密管理性（秘密として管理されていること）」，「有用性（事業活動に有

用な技術か営業上の情報であること）」，「非公知性（公然と知られていな

いものであること）」という３つの要件がすべて揃っている必要がある。

同法は１９９３年に旧法から全面改正された。また，１９９０年の改正でトレ

ードシークレットの不正な取得等に対する差止請求権と損害賠償請求権が

規定され，２００３年の改正で民事的制裁の強化と刑事罰が新設されている。

イ）企業秘密は専門技術情報に限定されているのではなく，販売マニュ

アルや取引先リストなども上記の３つの要件を満たしていれば，保護

の対象となる。

ウ）知的財産権のうち，特許権・実用新案権・意匠権・商標権を産業財

産権という。したがって，トレードシークレットは産業財産権ではな

い。

エ）１９９０年の改正で差止請求権だけではなく，損害賠償請求権も認め

られるよう規定された。

よって，アが正解である。

問５４ 解答 ウ 下請代金支払遅延等防止法

下請代金支払遅延等防止法は，下請事業者の取引を公正なものとすると

同時に，下請事業者の利益を保護することを目的として制定された独占禁

止法の特別法で，親事業者・下請事業者の定義，親事業者の義務，および

禁止事項，公正取引委員会や中小企業庁長官の調査権などが規定されてい

る。同法では，プログラム作成に関する役務提供委託の場合，発注者（親

事業者）の資本金が３億円超であれば資本金３億円以下（個人を含む）の

受注者が，発注者が資本金１千万円超３億円以下であれば資本金１千万円

以下（個人を含む）の受注者が下請事業者とされる。

本問では，下請業者側に原因があるバグが発生し，修正をした場合の支

払日について問われている。支払期日は，役務提供委託の場合，下請事業
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者が役務を提供した日から起算して６０日以内の出来る限り短い期間内に

おいて，下請事業者との合意の下に下請代金を支払う期日を定めなければ

ならないと規定されている。役務を提供した日とは，プログラムの検査が

終了した日ではなく，納品された日と解釈される。

よって，ウが正解である。

問５５ 解答 ウ 個人情報保護法

個人情報保護法が対象としている個人情報の範囲について問われてい

る。

同法第二条では，個人情報を次のように定義している。

～この法律において「個人情報」とは，生存する個人に関する情報であ

って，当該情報に含まれる氏名，生年月日その他の記述等により特定の個

人を識別することができるもの（他の情報と容易に照合することができ，

それにより特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）

をいう。

これにより明らかなように，同法は生存している個人に関する情報に限

って適用対象とされ，死亡した個人の情報については適用されない。

また，特定の個人を識別することができるものすべてが「個人情報」で

あり，選択肢ア・イ・エにあるような情報に限定されない。

よって，ウが正解である。

第
１
章
�
合
格
へ
の

道
案
内

第
２
章
�
必
須
知
識

の
総
整
理

第
３
章
�
事
例
問
題

へ
の
対
応

第
４
章
�
論
述
問
題

へ
の
対
応

第
５
章
�
Ｈ
１７
問
題

解
答
解
説

第５章 平成１７年度 本試験全問題＋解答・解説 ・463・



平成１７年度
午後Ⅰ問１ 新規顧客の獲得業務のアウトソーシングについて

◆解答の着眼点

本問は，従来よりアウトソーシングしている新規顧客獲得における，電

話での訪問予約業務について，発注仕様を見直すことにより受注件数の拡

大を図ることに関する問題である。

個々の設問は，情報戦略策定に関しての設問であり，特に業務モデルに

ついての知識を問う設問が多く，SFA（Sale Force Automation）に関する

知識や経験が役に立つ。

◆解答例

（設問１）

以下の記述から３個を解答する。

①接触先の設備が更新時期であること

②接触先の担当者が保守サービスに要望や不満をもっていること

③接触先の担当者が設備の新設・更新計画を示せること

④接触先の担当者が関心をもつ設備が E社の取扱製品分野であること

（設問２）

営業員がチーム員の入力情報から，見込客毎に次に取るべき行動を確認

し，話の展開方法の提示並びに最適な販売促進資料をアドバイスする。

（６３字）

（設問３）

ａ

以下の記述から１個を解答する。

①見込客候補の数
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②継続してヒアリングできる担当者の数

ｂ

以下の記述から１個を解答する。

①アウトソーシングによって獲得した受注件数

②アウトソーシングによって獲得した受注金額

◆解 説

（設問１）

本問では，見込客候補を高い確度で見極めるための条件について問われ

ているが，問題文〔新規顧客の獲得業務の現状〕第３段落目に，多くの注

文を獲得しているベテラン営業部員の方法が記述されており，この段落を

参考に解答を記述すればよい。

各解答例毎にその導き方について以下に示す。

①接触先の設備が更新時期であること

「訪問先の，設備の導入時期，……を確認し，」との記述から設備の導入

時期が見極めのための条件となることが分かる。また，その後の「一方，

当面，設備計画はないが，中期的にニーズがありそうな訪問先があって

も，……良い関係を築く活動を怠ってしまい，注文を獲得できない」との

注文を獲得できない営業部員の記述から，逆に，設備計画はなくても更新

時期が把握できているならば，良い関係を築いて商談案件につなげていけ

ることが分かる。

②接触先の担当者が保守サービスに要望や不満をもっていること

「訪問先の，……保守サービスの内容・状況，……を確認し，」との記述

からユーザが保守サービスについて何らかの要求をもっていることが見極

めのための条件となることが分かる。

③接触先の担当者が設備の新設・更新計画を示せること

「訪問先の，……設備計画の有無を確認し，」との記述から接触先の担当

者が設備計画を持っていて営業担当者に提示してもらえることが見極めの

ための条件となることが分かる。
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④接触先の担当者が関心をもつ設備が E社の取扱製品分野であること

問題文〔新規顧客の獲得業務の現状〕第２段落目の最後の文「E社で取

り扱っていない製品を利用する会社であったりして，受注につながる確率

が非常に低い」との記述から，接触先の担当者が関心を持っている設備が

E社の取扱製品分野かどうかが見極めのための条件となることが分かる。

（設問２）

チームの役割は，見込客を発掘し良好な関係を保って，商談になりそう

な案件を営業部門へ引き継ぐことである。題意は，この業務を効率化する

ために，顧客情報管理システムの履歴表示機能をどのように活用できるか

を問うている。

顧客情報管理システムの履歴表示機能で営業計画，営業資料作成や商談

管理を支援する考え方が２―８―９で解説した SFAである。

本問に SFAの考え方を当てはめてみると，マーケティングチームのチ

ーム員や営業員が顧客情報管理システムに営業履歴情報を入力し，営業情

報データベースを作成する。営業活動の場面では，この履歴情報のうち営

業が成功した事例の中から，顧客の属性が類似している案件を検索し，顧

客へのアプローチ手順，話題の展開方法や提示すべき資料などを確認する

ことで，効果的な営業活動を実施できることとなる。

問題文〔新たなアウトソーシングの試行案〕③にチーム員がヒアリング

内容を顧客方法管理システムにその都度入力するとの記述があり，チーム

員のヒアリング情報がデータベース上にあり，この情報から営業部員がチ

ーム員にアドバイスできることが分かる。

顧客情報管理システムにおける営業履歴情報の活用方法については，ベ

テラン営業部員のアプローチ方法からヒントを得る。ベテラン営業部員の

アプローチ方法が記述されている問題文〔新規顧客の獲得業務の現状〕第

３段落目に「……を確認し，周到な準備をして，訪問の関心を呼び起こし

ている」とあるように，ベテランの営業部員は，顧客の状況に応じて対応

方法を変更している。この記述から見込客毎に次にとるべき行動を決めて

いることが分かる。
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「……また，訪問先から得た情報を基に話の展開方法を練ったり，最適

な販売促進資料を用意したり」から，顧客への「話の展開方法」を確認し

たり，「最適な販売促進資料」を確認できることが分かる。

（設問３）

新たなアウトソーシングのチームの業務について，解答欄の活動内容と

問題文〔新たなアウトソーシングの試行案〕の段落に付与されている項番

の対応を示すと以下のようになる。

ローラ作戦活動：①②③

良い関係を築く活動：④⑤

商談案件の発掘活動：⑥

提案・商談活動：⑦

以上の記述対応を参考にしながら各設問の解答を導く。

ａ

ローラ作戦の目的は，次の商談案件の発掘件数を多くするために，見込

客候補，つまり継続してヒアリングできる担当者をできるだけ多く確保す

ることであるので，「見込客候補の数」もしくは，「継続してヒアリングで

きる担当者」を解答とする。

ｂ

提案・商談活動はチームとしての最後の活動であるので，評価指標とし

ては，チームそのものの達成指標となる。チームの目的は，問題文〔新た

なアウトソーシングの試行案〕の１段落目に「営業員の商談活動が有効に

行なわれる機会を多くしなれければならない」とあることから，営業員が

受注まで達成した案件が評価指標となると解釈できる。商談段階までの指

標であると「商談案件の有効性」までを評価していることとならない。

参考として，情報処理試験センターが公表している，解答例・解答の要

点を掲載する。
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アウトソーシング，テレマーケティング，顧客情報管理シ

ステム，SFA
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平成１７年度
午後Ⅰ問２ 空調機器販売会社における保守サービスの業務改革について

◆解答の着眼点

本問は，空調機器販売会社を事例として，保守サービスの業務改革にお

いて関連システムをどのように改善していくかを問うている。

設問については，主として，情報システム構想策定における業務課題定

義と業務モデル作成に関して問う問題となっている。特に，設問３につい

ては，問題文に記述されている業務プロセスを正確に理解し，業務課題解

決のための業務モデルを作成できるかどうかを試す設問となっている。

問題文には，空調機器の修理についての業務プロセスが記述されてお

り，この記述から業務内容を理解するとともに，各プロセスに必要となる

データも想定することで，業務モデルについて理解できようになってい

る。まず，業務モデルを正確に把握することが必要である。

比較的身近な対象で，業務を想像し易いはずであるので，問題文の記述

中になくても，大型の空調機器であるので持ち込み修理はなく，修理作業

は顧客先における現場で実施されていることや，顧客は，一般個人でなく

会社であることなどを判断して，解答を記述する必要がある。

◆解答例

（設問１）

担当サービス会社に故障部品を通知し，出動時に保守部品を準備する

（３１字）

（設問２）

①保守部品をW社で集中購買し，調達価格を下げる（２２字）

②故障内容と修理時間を分析し，故障内容ごとに設定する標準時間に基

づいた保守費用を支払う（４２字）
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（設問３）

遠隔監視システム

以下の記述から１個を解答する。

①稼働時間から点検対象となる空調機器を抽出し，定期保守の実施日を

見直す機能（３６字）

②稼働時間が点検対象となる規定時間を超過したときに，警告を示す機

能（３２字）

③稼働状態を分析し，故障の前兆となる事象を発見したときに，警告を

示す機能（３５字）

保守支援システム

以下の記述から１個を解答する。

①故障の発生回数が多い空調機器を検索し，同じ機器を未修理で使用中

の顧客を抽出する機能（４１字）

②故障内容を分析し，故障の発生回数が多い部品と平均故障間隔を出力

する機能（３５字）

◆解 説

（設問１）

問題文〔保守サービスの現状〕③に，「保守員が，顧客先に出動し，設

備の状況を調査して故障箇所を特定した後，必要に応じて保守部品の手配

を行う」とあり，部品の手配は保守員が顧客先に到着した後であることが

分かる。

また，問題文〔保守サービスの見直し〕（２）の第２段落目の最後にリ

モート監視サービスを提供する場合に，「専任者によって故障検出を行う

ので，故障部品の特定もできる」とある。これらから，顧客先に到着した

後に部品の準備を実施する状況から，修理に出発する前に部品準備を前倒

し出来るようになることが分かる。

第
１
章
�
合
格
へ
の

道
案
内

第
２
章
�
必
須
知
識

の
総
整
理

第
３
章
�
事
例
問
題

へ
の
対
応

第
４
章
�
論
述
問
題

へ
の
対
応

第
５
章
�
Ｈ
１７
問
題

解
答
解
説

・470・



（設問２）

解答例①について

問題文〔保守サービスの現状〕の最終段落に「保守部品は，それぞれの

サービス会社が個別に調達しているので，保守部品の調達価格はサービス

会社ごとに異なっている」との記述があり，W社が一括して調達すれば

すくなくともサービス会社の最低価格以下で調達可能になると考えられ

る。

解答例②について

問題文〔保守サービスの見直し〕（２）の第１段落目に「完了報告書を

基に，同一の故障内容に対する修理時間を調査したところ，サービス会社

によって修理時間に大きな差があった。保守技術が低くて修理時間が長く

なってしまう会社に対して，作業費用を多く支払っていた」とある。これ

を改善するには，作業費用の算定の元となる時間として，個別の実作業時

間でなく，故障内容毎に標準的な作業時間を定めることが有効である。

そのためには，故障内容別に修理時間を分析し，故障内容別の標準作業

時間を設定する。

（設問３）

予防保守とは，システムが提供する機能に故障が発生しないように，前

もって保守することで，故障を未然に防ぐことである。

本問は，問題文〔保守サービスの見直し〕最終段落の「さらに，空調機

器が故障で停止する回数をできるだけ減らしてほしいという顧客からの要

望も多く，故障の傾向分析などに基づいた予防保守サービス」との記述か

ら，故障発生の回数を減らす方策について，故障の傾向分析などのデータ

を活用しながら実施することを記述すればよい。

問題文中には，ヒントはあるが直接的な解答文となる記述はないので，

自分で方策を考え，問題文〔新システムの導入〕に記述されている各シス

テム機能に追加する機能を記述する。
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（１）遠隔監視システム

以下，①と②については，〔保守サービスの現状〕の第１段落にあるよ

うに，保守サービスは，「一定周期で設備の点検を行なうものである」

が，現実の稼動状況は，〔保守サービスの見直し〕（１）にあるように「稼

働時間が長いと，故障が発生しやすくなる」ため，保守サービスと故障発

生間隔の齟齬が発生している問題を解決するための追加機能である。

① 解答例①について

予め，機種毎の故障発生間隔を分析しておき，既に存在する稼動時間蓄

積機能を利用して，稼働実績時間から定期保守を実施すべき日を自動的に

割り出すための機能である。

② 解答例②について

一般的に，空調機器の保守点検については，自動車と同じように，予め

点検間隔について稼動時間を定めている。ここでは，稼動時間蓄積機能か

らの稼動時間と予め定めている点検間隔時間を比較判定し，稼動時間が点

検間隔時間に近づいた時点で警告を発する機能である。

③ 解答例③について

予め，稼動状態と故障発生との関係の分析から故障の前兆となる事象を

特定しておき，機器状態監視機能からの情報により，故障する可能性があ

る場合に警告を発する機能である。

（２）保守支援システム

完了報告書には保守情報として修理日や故障空調機器名・故障内容など

が記入されており，この情報をデータベース化することで，保守情報から

機種や部品ごとの故障発生状況を分析することが可能になる。

① 解答例①については，機種によって，故障の発生確率が異なってい

ることに着目し，点検する顧客を抽出する機能について記述した解答であ

る。

② 解答例②については，部品によって，故障の発生確率は異なってい

ることに着目し，点検すべき部品を抽出する機能について記述した解答で

ある。
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参考として，情報処理試験センターが公表している，解答例・解答の要

点を掲載する。

業務プロセス，標準作業時間，予防保守，故障率
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平成１７年度
午後Ⅰ問３ 機械部品メーカの情報システム部の運営改革

◆解答の着眼点

本問は，情報システム部の運営改革をテーマにしており，企業の業務改

革と歩調をあわせた改革の推進方法を問う問題である。問題文の構成は，

［A社の事業運営の概要］［A社のシステム開発の現状］［各事業部の現状

と情報システム部の運営改革案］と３つの部分からなり，順に読み進んで

いけば状況が理解でき，焦点となる箇所の推測がつくであろう。

この企業は，これまでに多くのリストラクチャリングの施策を実施して

きた。残る３つの事業についてさらなる業務改革をはかるため，事業基盤

の強化や事業運営の効率向上を各事業部の課題としている。

近年のビジネス環境として，カンパニー制の導入などによる分社化や，

事業部の独立採算制を求める動きがあり，事業部単位で独立する傾向がみ

られる。このような場合，人事・経理や販売管理，在庫管理などいった基

本的な業務プロセスの重複や，事業部単位での個別最適化などが問題にな

る。情報システムにおいても，重複する機能を持つが“似て非なる”シス

テムが各事業部で開発されていることが予想できる。全社横串での改革を

実行するには，重複する業務プロセスを発見し，標準化されたプロセスと

情報システムに変更していくこと，ひいては ITガバナンスをどのように

効かせるが課題になる。問題文を読んで，このような発想ができれば，比

較的容易に解答できると思われる。

◆解答例

（設問１）

各事業部：情報システムの業務改革への貢献度をフィードバックしても

らう（２９文字）

経営企画部：全社横断の業務改革で，必要な業務機能を整理してもらう
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（２６文字）

（設問２）

（１）Z事業部が用いている要件定義のテンプレートを全社で利用する

（２９文字）

（２）①開発工程終了時に有識者によるレビューを実施する（２３文字）

（２）②X事業部のシステム開発標準による工程別成果物を全社化す

る。（２９文字）

（設問３）

事業部間で類似する業務システムについて，業務プロセスやシステムの

統合を進めていくことを情報システム部が提案する。（５６文字）

◆解 説

（設問１）

全社 IT委員会でシステム開発の優先順位を意思決定するために，情報

システム部が依頼すべき事項について，各事業部と経営企画部のそれぞれ

に対して記述する。ポイントは，「システム開発の優先順位を意思決定す

るため」という点である。各事業部に散らばっていたシステム担当者は本

社の情報システム部に集中配置され，業務改革の推進役となってシステム

再構築計画を進めるように変更される。全社のシステム開発案件を取りま

とめ，優先順位をつける作業が必要になる。優先順位をつけるために必要

な情報やアクションは何かを考える。

各事業部には，情報システムが業務改革にたいしてどれほど貢献してい

るか，すなわち情報システムの効果をフィードバックしてもらう必要があ

る。従来のように各事業部からシステム開発要望を吸い上げるのではな

く，全社の業務改革推進，開発優先順位の決定という目的を見据えた事項

である必要がある。

経営企画部は，全社の事業構造改革の責任者である。事業部のそれぞれ
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の業務プロセスや，その中の重点および重複する部分について，彼らが把

握していると考えられる。したがって，経営企画部には全社横断の業務改

革で，必要な業務機能を整理してもらい，開発優先順位の意思決定にそれ

らの情報を利用する。

（設問２）

情報システム部の運営改革を推進するに当たり，考慮すべき点を解答す

る。（１）はシステム担当者に上流工程の業務を担当させるために有効な

施策を記述する。せっかく事業部間の垣根がなくなったのであるから，各

事業部の“いいとこ取り”をし，標準化や普及啓蒙のためのアクションを

考えていけばよい。上流工程≒要件定義という発想ができたら，問題文中

で該当する箇所を探し，Z事業部が用いている「要件定義のテンプレー

ト」を全社で利用するようにすればよい。これらは，ユーザからもよい評

価を得ており，システム担当者に上流工程の業務を担当させるさいに有効

である。実務上では，これらのテンプレートの全社展開にあたって，外部

ベンダーとの権利関係を確認する必要がある。

（２）は，システム開発プロジェクトで，品質確保に有効な施策を記述

する。「品質」ときたら，レビュー，標準化，教育・啓蒙などと一連のキ

ーワードが思いつくことだろう。品質に対する取り組みの記述には，X事

業部が実施している開発工程終了時の有識者によるレビューがある。ま

た，X事業部ではシステム開発標準による工程別成果物を定め，適正な運

用がなされているようである。これらを全社展開するべく記述すればよ

い。

（設問３）

全社の業務効率の向上を図るために，情報システム部から提案できるこ

とを記述する。ここでのポイントは問１と同様に，「全社の業務効率の向

上を図るため」であり，情報システム開発を効率化するという視点ではな

いことに注意する必要がある。業務効率の向上のためには，全体をシンプ

ルな業務プロセスに変え，標準的な情報システムで全体業務を運営するこ
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とが重要である。このため，情報システム部が提案するべき事項は，事業

部間で類似する業務システムについて，業務プロセスやシステムの統合を

進めることである。実務では，提案というよりも改革への協力依頼といっ

たスタンスが望まれることだろう。

参考として，情報処理試験センターが好評している，解答例・解答の要

点を掲載する。

情報システム部門，業務システム，業務改革，業務の効率

化，推進方法
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平成１７年度
午後Ⅰ問４ 証券会社におけるマーケティング戦略

◆解答の着眼点

本問は，証券会社におけるマーケティング戦略をテーマにしている。イ

ンターネットを活用して顧客との情報をやり取りする証券会社，いわゆる

ネット証券会社の台頭により，従来型の営業担当者による対面販売の証券

会社は，その存在意義を問われている。この P社においても，既存の顧

客の一部をネット証券会社に奪われた後，自社の強みを生かしながら業界

内で競争するべく，マーケティング戦略を検討しているところである。

問題文は，［P社の概要］［企画部での現状分析］［営業活動を支援する

ツール］で構成されており，後半になって情報システムの話が登場する。

証券会社の業務知識は特に必要ないが，個人でインターネットによるライ

フプランシミュレーションやポートフォリオ分析等を利用した経験があれ

ば，イメージがつかみやすいだろう。

P社の特徴として，有力企業グループとの密接な関係，店舗網を活用し

た対面販売，場当たり的な営業，長期投資を望む優良な顧客，優秀なアナ

リスト（従業員）などがある。これらを P社の強み，弱みとして認識

し，市場での戦いかた，すなわちマーケティング戦略を策定する。

◆解答例

（設問１）

設問１（１）顧客有力企業グループなどに勤務する役員や従業員（２１文字）

（１）商品顧客の人生設計に基づく長期投資に適した商品（２３文字）

設問２①著名なアナリストによる個別銘柄の株価動向分析等，顧客の投

資判断を助ける情報（３８文字）

②顧客のライフプランにあわせた有効なポートフォリオを実現する商品

の選択に役立つ情報（４０文字）
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設問３（１）①有力企業グループの拠点を中心にした店舗網を持ってい

るから（２８文字）

（１）②対面販売を重視する顧客が，P社のビジネスを支えているから

（２８文字）

（２）顧客が作成しているライフプラン情報を，コールセンタ側から同

時に参照できる機能（３８文字）

◆解 説

（設問１）

P社において，重点的に営業活動を推進していくべき顧客層と商品につ

いて解答する。これは問題文中にそのままの記述があったので，字数に留

意して素直に解答すればよい。顧客層については，［企画部での現状分

析］の（１）顧客分析の箇所で，有力企業グループなどに勤務する役員や

従業員という記述がある。商品については同じセクションに，これらの顧

客が重視する商品として，人生設計に基づく長期投資商品という記述があ

る。

（設問２）

P社の経営資源を有効に活用して営業活動を推進するために，顧客に提

供すべき情報を解答する。ポイントは，「P社の経営資源を有効に活用し

て営業活動を推進する」の箇所である。P社の経営資源は，人的資源であ

る。［企画部での現状分析］の（２）にあるとおり，Webやコールセンタ

は見劣りする状況であるが，顧客の資産運用相談を担当するファイナンシ

ャルプランナなどの有資格者や，株価動向分析を得意とする著名なアナリ

ストなどの人的資源は評価を得ている。このような経営資源を活用した営

業活動において，顧客に提供すべき情報は，ファイナンシャルプランナか

らの情報とアナリストからの情報である。そのまま素直に記述すればよ

い。
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（設問３）

Webやコールセンタからの情報提供による営業支援についての問題で

ある。設問３は本文の記述からそのまま解答するのではなく，システムア

ナリスト的な発想で考えることが求められるため，若干難易度が高い。

（１）企画部がWebやコールセンタを中心とした営業活動推進策を採ら

ない理由を挙げる。設問２でも見たように，P社の既存のWebやコール

センタについては，他社に見劣りする状況であり，これを中心とする営業

活動推進策は採らないほうが賢明である。多額のシステム投資が可能な

ら，理想的な姿と現状のギャップを分析し，重要なところから構築する作

戦もありうる。しかし，そのような作戦を採らないこともひとつの選択肢

であることを忘れてはならない。このあたりが，システムアナリストとし

ての判断が必要なところであり，“システム開発ありき”ではないことに

留意する。

Webやコールセンタは，営業担当による対面販売や営業店舗網の活用

とは対極の推進策である。現在の P社は，有力企業グループの拠点を中

心にした店舗網を持ち，対面販売を重視する優良顧客を持っている。これ

らの活用を図るほうが，施策の効果を早く出しやすいため，賢明である。

（２）コールセンタ側のシステムに必要な機能を記述する。問題文に

は，［営業活動を支援するツール］の箇所で，ライフプランシミュレーシ

ョンシステム構築についての記述がある。顧客が入力した年齢，家族構

成，資産内容，投資スタンスなどの情報に基づき，ポートフォリオを示す

ものである。このシステムで得られる“ポートフォリオ”とは，株式，債

券など様々な金融商品や銘柄の組み合わせ案であり，家族の成長も考慮し

た長期的な資産運用計画なども含まれると思われる。

顧客が，Web上のこのシステムを利用する際，コールセンタ側からサ

ポートするためには，顧客が作成しているライフプラン情報を，コールセ

ンタ側から同時に参照できる機能が必要である。シミュレーションそのも

のの機能ではなく，コールセンタ側の話であり，顧客がシステムの操作等

で困ったときにコールセンタを利用することを想像すれば，解答できる。
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参考として，情報処理試験センターが公表している，解答例・解答の要

点を掲載する。

営業改革，コールセンタ，Webアプリケーション，経営

資源，強み弱み分析
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平成１７年度
午後Ⅱ問１ 情報システム部門の役割の変化に対応した人材の確保・育成計画

◆解答の視点

１．題意の捉え方

企業等における情報システム部門の役割の変化に対応して，新たな体制

とそれに必要な人材像を定義し，現状と新たな体制や人材像とのギャップ

を埋めることを目的とした人材の確保と育成に関する計画を策定すること

がある。その際，情報システム部門の将来を見据えた内容とするために，

ANとしてどのような工夫をこらして計画を立案したかを問う問題であ

る。解答にあたっては，単に不足している人材の確保・育成ではなく，情

報システム部門の役割が変更になったことにより，新たに必要となった人

材の確保・育成計画について記述するよう求められている。したがって，

以下の点を具体的に述べるよう留意したい。

・情報システム部門に，どのような役割の変更があったか

・役割の変更に対応するため，どのような体制と人材像を立案したか

・必要な人材を確保・育成するためどのような計画を立案したか

・人材を確保・育成するため計画に，どのような工夫を講じたか

本論で展開すべき人材の確保・育成計画については，問題文にある以下

の事項を参考にして論述する。このうちの２～３点を論文に盛り込むよう

に内容や構成を考えることが重要である。

・新たな体制や人材像に適した職位区分やキャリアパスの設定

・不足しているスキルを補うための他部門や外部機関とのローテーショ

ン

・新たに必要となるスキルに対応した関連資格の取得奨励策の立案や

ITスキル標準などを活用した人材育成体系の整備

・新たな人材像に対応した採用や処遇の見直し

①設問ア

あなたが携わった情報システム部門の役割の変化に対応した人材の確
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保・育成計画について，背景となった情報システム部門の役割変化の概要

及び変化に対応した新たな体制と人材像を説明する。８００字という字数制

限は厳守しなければならないので，要点を簡潔に記述するよう心掛けると

ともに，必要な事柄が書き切れない場合は，設問イで詳細に説明する方法

も検討する。背景となった情報システム部門の役割変化の概要では，当該

企業の概要や外的環境，及び経営課題等も説明しておきたい。また，あな

たが ANとしてどのような立場で本件にかかわったかを明確にしておくこ

とも忘れてはならない。

②設問イ

設問アで述べた新たな体制と人材像に基づき，人材の確保及び育成に関

する計画について論述する。論述に際しては，「あなたの」経験が基にな

っていることが感じられるような表現を心掛けたい。

論文の構成には，採点者にあなたが伝えたい趣旨を十分理解してもらえ

るよう，まず計画を立案した経緯と概要を論述し，その後で詳細な内容を

詳述するといった工夫が欲しいところである。また，単に計画内容を説明

するのではなく，なぜそのような計画を立案したかという理由や必要性を

明示することが重要である。本問では，特に情報システム部門の役割の変

化との関連を明示しなければならない。

問題文には「あなたが特に重要と考え，工夫した点とともに，具体的に

述べよ」とある。重要と考えた点や工夫した点を独立した項目として記述

してもよいが，構成を計画の概要と詳細とし，重要と考えた点や工夫した

点を理由や必要性に関する説明に盛り込むという方法もある。いずれにし

ても，論文の採点者に必要な内容が十分理解してもらえるような配慮が必

要である。また「具体的に述べよ」と指示されているので，「誰が」「何

を」「どのようにして実施するか」を明示しておくか，例示を交えて詳細

に論述することを心掛けたい。

③設問ウ

設問イで論述した計画を実施した結果に対する評価を論述する。「あな

たはどのように評価しているか」「今後の課題とともに」と問われている

ので，計画の実施状況や工夫が有効であった点，改善が必要であった点等
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について記述するとともに，計画そのものの妥当性についても言及してお

きたい。

・計画は，どの程度達成できたか

・計画は，情報システム部門の役割の変化にうまく対応できたか

・人材確保・育成に重要と考え，工夫した点は効果的であったか

・課題として残った事柄は何か

・今後の課題への対応案

などを簡潔に論述する。

２．概要設計

設問をもとに，以下のように概要設計を行う。

（１）キーワード体系図との関連

設問をもとに，以下のように概要設計を行う。

事前に準備したキーワード体系図は，「基幹システム開発・運用におけ

るコストの削減」という事例に則して作成したもので，アウトソーシング

の積極的活用によるコスト削減の実現を目指している。キーワード体系図

のうち，人材に関する施策を膨らませてそのまま流用することも可能であ

ったが，「情報システム部門の役割の変化に対応した」という題意により

近づけるため，システム企画業務の強化を目的として，フルアウトソーシ

ング体制を変更して情報システム部門を再構築するという設定に変更し

た。〈課題の実現方策〉のうち，人材育成に関する施策の殆どが利用可能

と判断したため，以下のような修正を加えて活用した。

・〈情報化課題〉を「情報戦略やシステム化構想を策定・立案できる人

材の確保・育成」と変更するとともに，論文の状況設定を情報システ

ム部門の再構築に変更した。

・〈課題の実現方策〉は，問題の趣旨に合わせるため「研修制度を充実

させる」「ワークショップを開設する」「人事制度を改革する」と変更

したうえ，「基礎的知識と実践的知識に分けてカリキュラムを作成」

といった具体策を追加して，人材育成に関する記述を強化した。

・〈課題の実現方策〉として，「新体制を機能させるまでのロードマップ
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を策定する」を追加することで，情報システム部門の役割の変化への

対応に関する記述を補強した。

（２）概要設計の実施

キーワード体系図から，書こうとする内容のキーセンテンスを埋めこん

で，この程度のメモを作ってから実際に解答する。

テーマ：情報システム部門の役割の変化に対応した人材の確保・育成計画

（設問ア）情報システム部門が役割の変化に至った背景及び変化に対応し

た新たな体制と人材像

１．１ 背景となった情報システム部門の役割の変化（４５０字）

対象企業：首都圏を商圏とする従業員２７０名，パート８５０名の中堅食品

卸会社

開発環境：自社開発から T社への全面的なアウトソーシングに変更し

ていた

役割の変化のきっかけ：リテールサポート推進機能の開発に関する T

社からの提案が満足できるものではなかった

情報システム部門の役割の変化：T社への全面的なアウトソーシングか

らの脱却

あなたの立場も併せて記述する

１．２ 変化に対応した新たな体制と人材像（３５０字）

新たな体制：開発と運用を T社に委託するが，システム企画は自社で

主導する

人材像：情報戦略やシステム化構想を策定・立案できる人材

（設問イ）ギャップの克服や解消のために講じた対策と工夫について

２．１ 人材確保・育成の基本計画策定（８５０字）

・元システム部員の復帰等により，システム企画室を１２名程度に増員

した

・リテールサポート機能の開発を自社主導で行い，その企画・開発過程

を通じて人材を育成する計画を立案した

・ビジネススキル，ITスキルのすべてを備えた人材を一挙に育成する
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のではなく，組織全体として，企画力強化につながるスキルをもれな

く保持することを目指した

２．２ 具体的な人材の確保・育成計画（１３００字）

１）研修制度の充実

・ITスキル向上として，外部の教育機関に基礎的知識に関するカリキ

ュラムの策定と研修を依頼した

・ITの実践的知識は，T社の研究開発部門に依頼して講師を派遣して

もらった

・開発フェーズへ移行後は，室員に対して開発現場に触れさせる機会を

提供した

・各部門の現場要員を講師に招いた講習会を開催し，ビジネススキル向

上策とした

・いずれの研修及び講座も，基礎的知識は全員に，実践的知識は担当す

る者に受講させた

２）ワークショップの開設

・リテールサポート機能の要件を詰める段階で，多角的な視点から同機

能に関するビジネスプロセスを策定するワークショップを開設し，ユ

ーザ部門と企画部門に参加させた。

・ワークショップで他部門との議論を通じて，経営戦略や活きた業務知

識の習得と，現場主導のビジネスプロセスの改革の困難さを理解させ

ることを狙った

・ワークショップへの参加要員に，食品スーパー基幹システムの情報戦

略策定を担当させることを目論んだ

３）人事制度の改革

・ITSSによる客観的能力評価を導入する

・ITSSを参考にした複線型人事によるキャリアプランを作成する

（設問ウ）人材の確保・育成計画についての評価と今後の課題（６５０字）

評価：立案した計画が有効に働き，人材の育成が達成できた

・リテールサポート機能の開発及び食品スーパーの基幹システムに関す

る情報化構想策定は自社で推進できた
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・アウトソーシング契約を開発及び運用の委託開発に切り替えることが

できた

・研修制度の充実や人事制度の改革は，各人の自己研鑽意欲増進に確実

に結びついている

今後の課題：

・ユーザ部門との人事交流の実現

・１年程度ベンダーへの出向による最新の ITスキル習得の制度化

３．キーワード体系図

次頁より，キーワード体系図（準備版），キーワード体系図（本試験用）

を示す。
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対象企業の概要

全面的なアウトソ
ース化

問題の発生

私の立場

新体制案の作成

１．情報システム部門が役割の変化に至った背景及び

変化に対応した新たな体制と人材像

１．１ 背景となった情報システム部門の役割の変化

C社は首都圏を商圏とする従業員２７０名，パート８５０

名の中堅食品卸会社で，MDセンターとキャッシュアン

ドキャリー５ケ店を運営している。卸売業は近年大手

小売業の台頭を受けて経営環境が厳しさを増しており，

経営改革を必要としていた。C社はその一環として，５

年前にそれまで自社開発してきた基幹システムを，大手

ベンダー T社が開発した卸売業向けの総合支援システ

ムにリプレースした。その際に，情報システムの企画か

ら運用までの機能を T社に全面的にアウトソースし，

システム部を企画部の部内室であるシステム企画室に変

更して，人員を１５名から２名に減らした。

２年前に，営業部門からリテールサポート推進機能の

開発を求められた際に，システム企画室は T社に提案を

仰いだが，T社からの提案は革新性に乏しく営業部門の

満足できるものではなかった。C社の経営者は，食品スー

パーを展開して，小売業への進出を計画していることも

あり，自社のシステム企画力に危機感を覚えた。そこで

システム部から企画部企画課長に異動していた私に，情

報システム部門の開発力強化と体制見直しを指示した。

１．２ 変化に対応した新たな体制と人材像

まず私は，現状の問題点を整理し，情報戦略策定の担

当部署が明確化されていないこと，システム企画室はユ

ーザと T社との調整で手一杯の状況であること，T社

は業務に精通した人員が限られ企画力に限界があること

等を明らかにした。以上から，自社のシステム企画力強

化を目的として，開発と運用を T社に委託するが，シ

ステム企画は自社で主導する新体制案を作成した。この

ため，情報戦略やシステム化構想を策定・立案できる人

材の確保と育成が急務となった。

（設問ア）スタート

本文（横２５文字） ◆解答例

８００
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ロードマップの策
定

システム企画室員
の増員

元システム部員の
復帰

企画業務に必要な
人材像

リテールサポート
機能の開発を通じ
た人材育成

２．人材の確保・育成計画

２．１ 人材確保・育成の基本計画策定

まず私は，新体制を構築し，十分機能させるまでのロ

ードマップを策定した。T社とのアウトソーシング契約

はあと２年残していたため，２年後には新体制を完全に

機能させ，アウトソーシング契約を根本的に見直す計画

を立てた。このために最初に必要なことは，システム部

員の増強である。そこで，在庫管理等の機能ブロック毎

に２名ずつ配置する想定でシステム企画室を１２名程度

に増員することにした。

即戦力の確保には中途採用が近道であり，人材斡旋会

社に打診したが，必要な人材を調達することはかなり困

難であることが分かった。このため，元システム部員の

復帰を最優先することにし，人事部の仲介のもとで復帰

を希望する元システム部員７名を異動させることにし

た。残りの不足人員は当面 T社からの出向で賄うこと

にし，復帰した者を早期に育成し，戦力化することが急

務となった。

情報戦略策定からシステム要件確定までをシステム企

画業務と定義すると，企画業務は経営戦略を元にシステ

ムで実現すべき機能を策定する情報化構想と，それを実

際のシステムに落とし込むシステム化構想に大別され，

これらを担う人材には，ビジネススキルと ITスキルが

要求される。T社製システムを導入する前の基幹システ

ム開発に携わった者はシステム企画室には残っておら

ず，当時の C社はいずれの構想力も充分でないといわ

ざるを得なかった。

前述したスキルを有する人材を，短期間に育成するの

は容易ではない。一方で，リテールサポート機能の早期

開発は必須要件である。そこで私は，多少のリスクは覚

悟のうえで，リテールサポート機能の開発を自社主導で

行い，その企画・開発過程を通じて人材を育成する計画

（設問イ）スタート
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組織全体で必要な
スキルを保持

会社からの支援の
必要性

対策１

IT スキル向上策

ビジネススキル向
上策

を立てた。

次に私は各人の業務分担を明確にし，受け持った業務

を遂行するのに十分なスキルを早期に身に付けさせるこ

とを目指した。つまりビジネススキル，ITスキルのす

べてを備えた人材を一挙に育成するのではなく，組織全

体として，企画力強化につながるスキルをもれなく保持

することを目指したのである。このため，各人にスキル

習得の目標を設定し，期限を設けて取り組ませた。

２．２ 具体的な人材の確保・育成計画

情報処理技術の進展は目覚しく，５年前までシステム

部に所属していたとはいえ，復帰した部員の ITスキル

向上には自己研鑽だけでは不十分であり，会社からの強

力な支援が必要と考えた。併せてこれらの施策を有効に

機能させるため，部員のインセンティブを引き出せる人

事制度も必要である。私は食品スーパーの基幹システム

構築も考慮して，次のような具体策を作成しすぐに実行

に移した。

�１研修制度の充実
まず ITスキル向上策として，最新の情報技術を中心

とした基礎的知識の体系的習得とそれを実際のシステム

企画・開発に活かすための実践的知識の習得の両方が重

要である。外部の教育機関に基礎的知識に関するカリキ

ュラムの策定と研修を依頼し，実践的知識は，T社の研

究開発部門に依頼して講師を派遣してもらうことにし

た。これを定期的に開催し，前者は全員に，後者は担当

する者に約４ヶ月にわたって受講させた。また，開発

フェーズへ移行後は，室員をサブマネジャーとして進捗

会議等に出席させ，開発現場に触れさせる機会を提供す

ることにした。

一方，自社業務とそれに付随する法律や業界慣行等の

ビジネススキルも ITスキルと同様に，基礎と実践に分

けて習得すべき業務を洗い出しカリキュラムを作成し ２４００
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対策２

ワークショップの
説明

ワークショップ開
発の狙い

対策３

ITSSによる客観
的能力評価の購入

複線型キャリアプ
ランの策定

た。このカリキュラムをもとに，各部門の現場要員を講

師に招いた講習会を開催し，ITスキルと同様の方法で

受講させた。

�２ワークショップの開設
リテールサポート機能の要件を詰める段階で，ユーザ

部門と企画部門がお互いに持っている情報や考えを共有

し，多角的な視点から同機能に関するビジネスプロセス

を策定するワークショップを設定した。これは企画業務

の必要性と人材育成の両面の狙いを持っていた。現在の

システム企画室には，情報戦略策定フェーズを経験した

者がいなかったため，ワークショップで他部門との議論

を通じて，経営戦略や活きた業務知識の習得とともに，

現場主導ではビジネスプロセスの改革が困難である実態

を理解させることを狙った。ワークショップには販売管

理機能に詳しい４名を参加させ，これから開始する食

品スーパー基幹システムの情報戦略策定を担当させるこ

とを目論んだ。

�３人事制度の改革
システム部員の人事評価については，人事部でも明確

な基準を持っていなかった。しかし，各人のインセンテ

ィブを高揚させるには，客観性があり，各人が納得できる

評価制度が不可欠である。私は人事部担当者とも協議の

うえで，ITSSによる客観的能力評価を導入することにし

た。具体的には，ITSSの職種のうちコンサルタントと IT

アーキテクトから業務改革計画の策定やアプリケーショ

ン機能デザインといった当社に必要なスキル項目を抽出

し，これにコミュニケーション能力や自社の経営方針な

どの理解度といった項目を追加して評価指標とした。

併せて，ITSSを参考にした複線型人事によるキャリ

アプランを作成した。これは部長・課長といった管理職

以外に，技術職（スペシャリスト）を認定して管理職と

同等の待遇を与える制度である。この制度により，自分 ３２００
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委託開発に切り替
えできた

対策の成果

ユーザ部門との人
事交流

ベンダーへの出向
を制度化

のキャリアプランを自分で選択・構築し，将来の目標を

明確に保持させることを狙った。

３．人材の確保・育成計画についての評価と今後の課題

３．１ 計画の評価

リテールサポート機能の開発は，当初予定より３ケ

月遅延したが，無事カットオーバーして順調に稼動して

いる。また，食品スーパーの基幹システムに関する情報

化構想策定も自社で順調に推進できた。これに自信を得

て，アウトソーシング契約を開発及び運用の委託開発に

切り替えることができた。また，委託開発への契約変更

により，T社以外のベンダーも活用できるようになった

点も成果であった。

研修制度の充実や人事制度の改革は，各人の自己研鑽

意欲増進に確実に結びついており，自主的な勉強会が開

催されていることからも，スキル向上が根付いているこ

とを実感している。

３．２ 今後の課題

今後の課題は，ユーザ部門との人事交流である。７年

前に一度システム部からユーザ部門に研修目的で異動さ

せたことがあるが，異動先で「便利屋」として使われ，

生きた業務知識の習得という目的を達成できなかった経

験がある。このため，人事交流の目的と会社全体にもた

らすメリットを十分説明したうえで，異動部門にカリキ

ュラムの作成を求め，現場への短期留学制度を実現した

いと考えている。また，１年程度ベンダーへ出向させ

て，最新の ITスキル習得を制度化することも検討した

い。このような人材育成を制度化するとともに，カリキ

ュラムの定期的見直しは今後も継続的に実施することが

必要と考えている。

（設問ウ）スタート
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◆解 説

情報システム部門の役割の変化に対応して，新たな体制とそれに必要な

人材像を定義しその人材の確保と育成に関する計画を立案する際，情報シ

ステム部門の将来を見据えてどのような工夫をこらして計画を立案したか

を問う問題である。本問は，単に不足している人材の確保・育成ではな

く，情報システム部門の役割が変更になったことにより，新たに必要とな

った人材の確保・育成計画について記述するよう求められている。

情報システム部門は，近年経営改革やコスト削減の一環としてその役割

や組織の見直しが盛んに行われてきた。役割の見直しとしては，問題文に

あるようなケース（企画機能だけを自社に残してその他の業務をアウトソ

ースする，ITを戦略的に活用するために業務プロセス改革推進の役割を持

たせる）以外にも，情報システム部門の子会社化や全面的なアウトソーシ

ング化等，様々な試みが行なわれてきた。一方で，当初の目的を達成でき

ずに子会社をベンダー企業に売却したり，アウトソーシングを内製化に戻

す動きもあり，雑誌等に採り上げられるケースも多い。情報システム部門

の役割と企業での位置付けは，重要な経営課題となっているといえる。解

答例では一旦全面的にアウトソースした情報システム部門を，システム企

画力を強化するために再度人材を確保し，育成するケースを採り上げた。

設問の中心である「設問イ」では，人材の確保及び育成計画の策定につ

いての解答を求めているが，解答例では人材の育成にスポットを当てた記

述とした。また，「あなたが特に重要と考え，工夫した点とともに，具体

的に述べよ」という指示に対しては，解答の視点でも述べたように，重要

と考えた点や工夫した点を独立した項目とはせず，理由や必要性に関する

説明に盛り込むという方法を採った。

解答例の構成は，人材育成計画の骨子として全体の計画を述べた後に，

研修制度の充実，ワークショップの設定，人事制度の改革という３つの具

体策を記述するものとした。まず，研修制度の充実では，短期間に必要な

人材を育成するため，ITスキル及びビジネススキルの向上のための講座

を基礎的知識と実践的知識に分けて設定し，基礎的知識は全員に，実践的

知識は必要な要員に受講させるという工夫を記述した。またシステム企画
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業務に特化した場合，ともすればシステム開発に関する知識や経験が不足

しがちである。これを補うため，開発フェーズ移行後は，プロジェクトの

サブマネジャーとして開発現場に接する機会を設けるという工夫も盛り込

んだ。次に，情報戦略策定フェーズを担う人材の育成手段として，ワーク

ショップの開設を採り上げた。ANの本分というべき情報戦略策定フェー

ズを担う人材を容易に育成する方法はないが，このような実践の場を通じ

て育成する方法が最適と考え，これを採り上げた。最後に人事制度の改革

では，技術職をスペシャリストとして管理職同様に待遇するという制度を

採り上げた。情報システム部門というスペシャリストが不可欠な組織で

は，このような複線型人事を採用する企業が増加すると予想されるため採

り上げた。いずれも，ANとしての見識を十分アピールできるかを考えて

選択し，実務に精通している点を強調した論文を狙った。

解答例は，自社開発から T社への全面的なアウトソーシングに変更し

ていた中堅食品卸会社がシステム企画力を強化するための計画をテーマに

している。これは，ANの人材を育成する計画に他ならない。このような

人材育成に携わるケースは稀かも知れないが，本問は ANを志向するうえ

で考えているキャリアプランと学習した知識とで対応できる問題であっ

た。午後Ⅱ試験では，問題文にピタリと当てはまる経験をされている方は

少ないであろう。したがって，キーワード体系図を事前に準備して，それ

を元に問題文に沿った論文を作成するのであるが，本問のように準備した

キーワード体系図が流用できなくても，過去の経験を元に論述できるテー

マもある。その場合，実務経験のないことを採点者に感じさせないような

工夫が必要であり，最新の実例を採り上げるのも一法である。そのために

も，技術的な学習以外にシステム開発やシステム部門の組織に関する最新

の実例について，日頃から情報収集しておくよう心掛けたい。

参考として情報処理試験センターが公表している出題趣旨を掲載する。
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平成１７年度
午後Ⅱ問２ IT 基盤の整備計画について

◆解答の視点

１．題意の捉え方

オープン系のシステムが多数導入され，異なる IT基盤上で稼動するシ

ステムが増え，システム開発や運用のコストが増大する傾向にある。こう

した状況から脱却するために，IT基盤の整備計画を立案する必要があ

る。IT基盤の整備計画を，ANとしてどのように立案するかについて問わ

れている問題である。

問題文には，考慮点の例として以下の項目が挙げられている。

・ITの技術動向，信頼性，可用性

・ビジネス戦略を踏まえたアプリケーションやデータと IT基盤との適

合性

・IT基盤の移行計画とビジネス戦略との整合性

・IT基盤技術者の育成や IT基盤の運用体制の確立

これらの内容を盛り込んで論文を作成することが求められる。

以上の前提をまとめると，題意の中心は IT基盤の整備計画の立案につ

いて，次の点を具体的に論述することと考えられる。

・IT基盤の整備計画のねらいと計画が必要になった背景は何か

・どのような IT基盤の整備計画を作成したか

・特に重要と考えた IT基盤の整備計画の具体的な項目は何か

・ねらいどおりの効果を得るために工夫した点は何か

①設問ア

あなたが携わった IT基盤の整備計画について，そのねらいと計画が必

要になった背景，実現を目指した IT基盤の全体像を記述する。８００字と

いう字数内で，要点を簡潔に記述することを心掛ける。
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「IT基盤の整備計画について，そのねらいと計画が必要になった背景，

実現を目指した IT基盤の概要」が問われている。客観的な状況をあなた

の視点から論述することが重要である。論述に際しては，あなたの立場や

IT基盤の整備計画にどのように携わったかも記述する。

また，この設問は次の設問イの前提となる。関連を考慮して，内容を決

めることにも注意を払うとよい。

②設問イ

IT基盤の整備計画について，具体的に論述する。発見または直面した

問題点は明確に記述する。ここが抽象的であると以降の展開が困難にな

る。設問には「あなたはどのような IT基盤の整備計画を作成したか。ま

た，計画の作成に当たって，ビジネスの変化に対応できる柔軟性や拡張性

に配慮し，ねらいどおりの効果を得るために，あなたが特に重要と考え，

工夫した点は何か。それぞれ具体的に述べよ。」とあるので，重要と考え

た点，工夫点を述べる際に，ビジネスのどのような変化に対応できる柔軟

性や拡張性に配慮したかを明らかにする必要がある。

考慮点の例

・ITの技術動向，信頼性，可用性

・ビジネス戦略を踏まえたアプリケーションやデータと IT基盤との適

合性

・IT基盤の移行計画とビジネス戦略との整合性

・IT基盤技術者の育成や IT基盤の運用体制の確立

考慮点の例が，上記のように問題文に例示されており，このうちのいく

つかの要素を含んだ形にまとめるようにすることが望まれる。

ANに必要なビジネス戦略を踏まえた IT基盤の整備計画立案の能力や

経験，洞察力などが評価されることを念頭において具体的な論述を行う。

③設問ウ

設問ウは「評価」と「今後の課題」である。

立案した IT基盤の整備計画について，どのように評価しているかを簡

潔に述べる。

取り上げた事例が新しい場合は，まだ効果が十分に把握できない場合も
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ありうるが少量でも事実を記述する。想定される問題が考えられる場合

は，改善点として記述するのがよい。

２．概要設計

キーワード体系図との関連

キーワード体系図は，「情報システムの全体構想」という事例に即して

準備したものである。本問で問われているのは，立案した IT基盤の整備

計画の内容と工夫点であり，本問の趣旨に従い，組み替える必要がある。

準備したキーワード体系図は，業務アプリケーション構築に重点を置い

たキーワード体系図となっている。IT基盤は，“情報システムを動かすた

めに必要となる部品のうち，業務アプリケーションを除くもの一式”であ

る。したがって，業務アプリケーションの内容以外の項目である「開発ツ

ール採用」と「システム運用」いう箇所を活かして，解答例をまとめた。

解答は問題文中に示された指摘事項（本問では「次のような点に考慮し

て，IT基盤の整備計画を作成しなければならない。・ITの技術動向，信

頼性，可用性・ビジネス戦略を踏まえたアプリケーションやデータと IT

基盤との適合性・IT基盤の移行計画とビジネス戦略との整合性・IT基盤

技術者の育成や IT基盤の運用体制の確立」という記載）に沿って論述す

ることが望まれる。そのため解答例では問題文の指摘事項である「ITの

可用性」をとりあげており，準備版のキーワード体系図の「システム運

用」を活用した内容で論述している。

テーマ：IT基盤の整備計画について

１．（ア）IT基盤の整備計画のねらい，必要とする背景と，対象業務／情

報システムの全体像

１．１ IT基盤の整備計画が必要になった背景（５００字）

対象企業：流通・サービス業

事業環境：大手運輸業のグループ企業

経営目標：顧客満足および企業価値の向上

事業環境の変化：他社との競争激化
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経営課題：優良顧客を着実に増やし BtoC事業の拡充を強化する。

１．２ 業務と情報システムの全体像（３００字）

業務と情報システムの概要，あなたの立場，対象企業へのアピールなど

２．（イ）IT基盤の整備計画

２．１ 作成した IT基盤の整備計画 （４００字）

ビジネス戦略を踏まえた IT基盤整備として，全社的な統合システム

再構築におけるシステム運用に関する計画を明確にする。

２．２ 重要と考え工夫した点（２０００字）

システム運用，基盤整備の重要性。

各種ツールの選定は関連親会社およびグループ情報システム会社の標

準化方針に準拠する。

システム運用方針は

①安全確実なシステム運用

②障害発生時の迅速な対応

③運用・保守作業の負荷軽減

④性能の確保と維持管理

⑤機密管理

第１の計画：高可用性システム運用……拡張性，柔軟性

具体的施策：①サーバ設置場所の検討

②システム運用上の確認項目

③移転日程

第２の計画：ジョブ運用について……柔軟性

具体的施策：①ジョブ要件確定後に決定する方針

②複雑なジョブ連携も想定

③使用候補ツール調査とマニュアル入手

第３の計画：帳票印刷ツール検討について……拡張性，柔軟性

具体的施策：①開発保守コスト低減

②費用対効果

③ツール採用時の可用性

なお，問題文に合わせるため，キーワード体系図をアレンジし，情報化
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実現方策の中に IT基盤の整備計画を位置づけしている。

３．（ウ）IT基盤の整備計画に対する評価と今後の課題（５００字）

（１）IT基盤の整備計画に対する評価

・各計画は概ね狙い通りに実装できた。ジョブ運用管理ツールは採

用。

・BtoCビジネス拡大に向けた新基幹システムが狙い通りに稼動する

見込みがある。

（２）今後の課題

・ERPの効果測定とシステム運用の本稼動後モニタリング

・課題発生時の速やかな対応

以上を今後の改善策として考えている。

３．キーワード体系図

次頁より，キーワード体系図（準備版），キーワード体系図（本試験用）

を示す。
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事業環境

目的

経営課題

現状課題

IT 基盤の概要

私の立場

１．IT基盤の整備計画のねらいと計画が必要になった

背景，実現を目指した IT基盤の概要

１．１ IT基盤の整備のねらいと背景

A社は大手運輸業のグループ会社で流通・サービス事

業を展開している。中期経営計画の目標である「顧客満

足および企業価値の向上」を推進する施策を実現する主

要ツールとして，IT基盤の整備計画を立案した。これ

は急速な進歩をとげている ITから自社に最適なものを

選定して装備し，事業に活用して競争優位を確立するこ

とをねらいとしたものである。

２年前に開始した中期経営計画で，グループ親会社と

の取引を中心とした B to B主体のビジネスモデルか

ら，通信販売事業を含む B to Cビジネスを拡大する戦

略を立て，事業変革の時期であると示されている。

一方，現行業務システムは，運用を開始してから相当

年数経過し，時間の経過とともに，事業の拡大・変化へ

の対応が困難となっている。現状の A社では，サブシ

ステムが乱立し部分最適型に近い。現状調査にて以下の

ような問題を認識した。

①システム構築時の設計思想と現業務遂行方法が乖離

②単純なシステムの機能不足

③ほぼ全処理がバッチ処理のため，時間を要する

⑤基幹システムとサブシステムの統制がとれていない

⑥情報共有のための仕組みが脆弱

１．２ 実現をめざした IT基盤の概要

まず，柔軟性や拡張性の高い全社的な統合システムを

構築し，これらのデータを共有，加工し分析することに

より，利益創出につながる仕組みを構築するとともに，

その確実な運用を支える IT基盤を整備する。

私は，A社の情報システム再構築を検討するシステム

インテグレータのシステムアナリストとして A社プロ

ジェクトに参画した。

（設問ア）スタート

本文（横２５文字） ◆解答例

８００
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IT基盤の整備計画

全社的な統合シス
テム構築

基幹系はERP採用

システム運用

システム運用

運用手順書

運用管理者教育

２．IT基盤の整備計画について

２．１ 作成した IT基盤の整備計画

ビジネス戦略を踏まえたアプリケーションやデータと

IT基盤との適合性を考慮し，経営戦略を具現化させる

ための IT基盤の整備計画を立案した。計画は全社的な

統合システムのシステム運用を対象としている。

�１全社的な統合システム
A社では経営戦略を具現化させるための管理系，情報

系システムを機能させるために，基幹系システムに ERP

を採用する。管理系は管理会計の強化を図り，PDCA

サイクルを確立して収益の向上を実現する。情報系は顧

客満足度の向上のため顧客データベースを構築する。

�２システム運用
業務運用時間帯は６：００～２４：００，B to C通販運用は

２４時間３６５日であり可用性の高いシステム運用が求め

られる。標準化等により運用経費も含めた IT投資全体

を削減しつつ，障害対策の確保が必要とされた。

２．２ システム運用上の考慮点，工夫点

本番運用時のサービスレベルを保証するための仕組み

作りは経営戦略を具現化させるために重要であり，その

考慮点，工夫点を以下に述べる。方針として，各種ツー

ルの選定は関連親会社およびグループ情報システム会社

の標準化方針に準拠するとした。わかりやすい運用手順

書整備と運用管理者への教育を重視したが，標準化方針

に準拠することで，グループ情報システム会社からの流

用転用が促進できると考えた。

システム運用の視点として

①安全確実なシステム運用

②障害発生時の迅速な対応

③運用・保守作業の負荷軽減

④性能の確保と維持管理

⑤機密管理 を挙げた。

（設問イ）スタート

１６００

第
１
章
�
合
格
へ
の

道
案
内

第
２
章
�
必
須
知
識

の
総
整
理

第
３
章
�
事
例
問
題

へ
の
対
応

第
４
章
�
論
述
問
題

へ
の
対
応

第
５
章
�
Ｈ
１７
問
題

解
答
解
説

第５章 平成１７年度 本試験全問題＋解答・解説 ・505・



第１の考慮点

高可用性

新規事業展開時拡
張性

セキュリティ要件
強化対応

第２の考慮点

ジョブ運用

計画は，インタフェースツール，ジョブ運用管理ツー

ル，システム監視ツール，帳票ツール，通信網，FAX

ツール，帳票印刷プリンタを対象としたが，重要と考え

た計画上の工夫点を３点述べる。

�１高可用性システム運用
可用性を確保するためにクラスタリング，ディスクの

二重化を実装したが，災害対策要件として「本番環境被

災時，２日以内で業務再開，前日のデータに復旧」があ

った。そのため堅牢なデータセンタの選定が必要とな

り，ハウジングサービスを検討した。グループ会社デー

タセンタのサービスと他社とを費用面および運用面で比

較検討した。その際，新規事業展開による業務拡大に伴

うハードウエア増強時の拡張性やセキュリティ要件の強

化対応等の柔軟性を検討事項とした。システム運用上の

確認項目は，次の点である。

・計画停電やシステム障害時に，担当者への通知とサー

バのシステム停止，起動依頼の可否

・遠隔操作で手動テープ交換必要時の対応可否

他社比較の結果，グループ会社管理によるセキュリテ

ィに優位性があること，設置利用料金の格差はないこと

により，グループ会社データセンタへの移設を候補とし

た。移設時期の検討では，外部接続拠点との開設準備や

システム環境構築を考慮した。総合テストは本番環境に

て実施する必要があるため，結合テスト終了後，総合テ

スト実施前とした。

�２ジョブ運用について
運用・保守作業の負荷軽減をねらいとして，ジョブ運

用管理ツールの採用を検討した。計画立案時点のジョブ

要件に基づいてツール導入の必要性を検討して，ジョブ

要件確定後に決定する方針とした。ERPと情報系（デ

ータウェアハウス）連携の夜間バッチジョブがあるが，

その他バッチ処理はないと想定した。しかし，複雑なジ ２４００
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ツールが必要な条
件

他システム連携

第３の考慮点

帳票印刷ツール

柔軟性，拡張性

評価

ョブ連携の可能性もあり，ビジネスの変化に対応できる

拡張性，柔軟性に配慮すると，ジョブスケジューラが必

要になる。ツールが必要となる条件として，

・複数データ受信を前提とした伝送ジョブ

・処理短縮のための並列実行

・エラーハンドリングを要するジョブ

・他システムを含めた連携 などがあるので，要件確

定まで注視することとした。

また，グループ会社で使用しているツールを使用候補

とするにあたり，利用料金，接続設定時の問合せ先，ジ

ョブネット設定の依頼可否を確認し，当方の条件に合致

すると判断した。円滑な運用のため，設定やルール等の

マニュアルをグループ会社に入手を依頼し，入手した。

�３帳票印刷ツール検討について
開発保守コスト低減を図るために，専用帳票（請求

書，納品書など）向け帳票ツールを採用した。ツールを

導入しない場合は，専用帳票対応として ERPにアドオ

ンプログラムが必要となる。スプール管理・セキュリテ

ィ・再印刷は，ERPアドオンプログラムでも可能であ

るが，ツールの方が帳票設計デザインの容易性，高速印

刷，電子保存などの柔軟性，拡張性を備えており利点が

ある。アドオンプログラム開発スケジュール・費用とツ

ール導入時の開発期間と費用・導入費用・ソフトハード

保守運用費用，改修の容易性を比較検討した。また，ツ

ールを導入した場合の可用性について，印刷システム障

害発生時の復旧時間のリミットを業務運用面より確認

し，条件を満たすと判断した。

３．活動の評価と今後の改善策

３．１ 活動の評価

構築は順調に進捗し，アプリケーションの総合テスト

に着手している。業務運用のシステムテストはこれから

（設問ウ）スタート
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ヘルプデスク整備

運用管理ツール採
用

新システム稼動見
込み

運用モニタリング

◆解 説

本問は，「異なる IT基盤上で稼動するシステムが増え，システム開発や

運用のコストが増大する状態」が対象となっている。そのため，本問に示

された課題の事例は比較的多い状況といえる。自分の経験に裏打ちされた

明確な主張や創意と工夫について論述すると，ANとしての実力を示すこ

とができる。

ただし，ビジネス戦略と IT基盤整備との関係を明確化する必要があ

り，その点を具体的に論述できる経験が必要である。ビジネス戦略とそれ

に基づく IT基盤のあるべき姿を定義できるか，信頼性や可用性を正しく

捉えているかが重要である。技術動向の検討には標準化を考慮すること

予定されているが計画通りに準備中で，移行のリハーサ

ルは完了している。また，利用部門で発生するシステム

運用上の課題は，ヘルプデスク経由で情報収集する体制

を整備済みである。

ジョブ運用管理ツールは，アプリケーション検討を進

める過程で既存システムとの連携が残ったことにより，

採用することにした。

ビジネスの変化に対応できる柔軟性や拡張性に配慮

し，高可用性，運用経費や開発保守コスト低減をねらい

とした IT基盤計画に基づいた本番環境が整備済みであ

る。この先，B to Cビジネス拡大に向けた新基幹システ

ムカットオーバまで狙い通りに進む見込みである。これ

は評価に値するといえる。

３．２ 今後の改善策

ERPが当初の目的を達成しているかの確認にあわせ

て，システム運用面でも本稼動後モニタリングを予定し

ている。発生課題の対応は，優先順位に基づき速やかに

対応していきたい。

以上 ３６７５
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や，移行・運用を配慮した論述をすることが求められる。

解答例は，大手運輸業のグループ企業である流通・サービス業におけ

る，IT基盤整備計画の作成をテーマにしている。当プロジェクトは，従

来の B to B主体のビジネスモデルから変革し，B to Cビジネスを拡大す

る新しいビジネス戦略に基づく全社的な統合システム構築するプロジェク

トである。分析力をアピールするために認識した問題や，状況認識は詳述

している。ANに必要な IT基盤の整備計画の作成能力や経験，分析力，

洞察力，行動力などが評価されることを念頭においてアピールできる点は

具体的に論述している。

解答例では「高可用性システム運用」，「標準化等により運用経費も含め

た IT投資全体削減」，「開発保守コスト低減」に関して，それぞれどのよ

うなビジネスの変化に対応できる柔軟性や拡張性に配慮したかを説明して

記述している。

設問イに関する解答の視点でも述べたが，論文作成にあたっては，例示

された考慮点取り入れて記述するのがよい。解答例では「ITの可用性」

を取り入れている。

参考として，情報処理試験センターが公表している，出題趣旨を掲載す

る。
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平成１７年度
午後Ⅱ問３ 中期経営計画の変更に対応した情報システム計画の見直しについて

◆解答の視点

１．題意の捉え方

情報システム計画の基本となる経営戦略を基にした中期経営計画が変更

された場合の対応に関する問題である。激変している経営環境を背景に，

中期経営計画は，度々変更されることがあり，その場合に情報システム計

画も大きな影響が受けることがある。このような場合に，ANは，中期経

営計画の実現を支援するよう，様々な制約のなか，情報システム計画の投

資効果を最大にするよう見直し案を作成する必要がある。その際には，シ

ステム計画の基本方針である情報戦略や情報システム構想の見直しが必要

となり，それらの進め方についての基本的な考え方や方法論に基づき的確

な立案や関係者との調整も必要になる。この問題は，そのような ANに必

要な調整・企画能力，経験や洞察力を問う問題である。

問題文では，中期経営計画の変更の対応について，情報システム計画の

見直しをする際に実施すべきこととして次をあげている。

・関係部署との調整

・投資効果などの再検討

・経営者の判断を仰ぐ

さらに，見直し案を作成する場合の考慮点として，次をあげている。

・中長期的な経営上の効果を考慮し，変更すべきでない内容は継続す

る。

・経営の根幹にかかわる変更に対しては，計画中，開発中であっても情

報システム化案件の内容を抜本的に見直す。

・計画中や開発中の情報システム化案件の状況を分析し，投資のロスを

最小限にするように調整する。

以上の題意から，本問の解答にあたっては，次の内容を具体的に論述す

ることが求められると想定される。
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・中期経営計画の変更に対して，その内容に適合する情報システム化計

画の見直し案の作成。

・計画中，開発中の情報システム化計画について，継続すべき内容と見

直すべき内容の判断。

・判断に際しての投資効果の明確化と関係者との調整実施。

①設問ア

中期経営計画の変更内容と情報システム計画への影響の記述を求められ

ている。しかし，変更内容や影響だけではなく，その背景である，企業環

境とそれに対応した経営戦略について，変更前と変更後について記述すべ

きである。それに対応して，情報システム計画についても，変更前と変更

後に経営戦略との対応を明確にして記述する必要がある。

②設問イ

中期経営計画の変更に対して，どのように情報システム計画の見直し案

を作成したかのプロセスや方法について，その内容と重要と考えた点，工

夫した点の記述を求められている。ここで，題意から，情報システム計画

の追加，継続，見直しの判断のプロセスと判断基準を記述することが必要

である。その際に，システム効果をどのように評価し，投資効果をどのよ

うに分析したか，組織のなかで様々な意見があるなか，関係者とどのよう

に調整したかが，ポイントとなる。重要と考えた点や工夫した点について

は，以上のような内容を書くことが望ましいと考えられる。

③設問ウ

情報システム計画の見直しについて，評価と課題についての記述であ

る。評価については，見直し案が期待した効果が得られているか，採用し

たプロセスや方法が的確であったかなどの内容で記述することが一般的と

考えられる。課題については，効果が得られていない内容や実施したプロ

セスや方法での問題，システム性能が得られていない場合の配慮不足であ

った内容などが考えられる。最後に，課題をあげるだけでなく，今後の対

応策などを記述することが望ましい。
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２．概要設計

キーワード体系図は，「新販売生産管理システムの企画」という事例に

即して準備したものである。この事例は，経営戦略から情報戦略，情報シ

ステム構想の展開についての問題を想定した内容としている。しかし，本

問は，中期経営計画の変更に対する情報システム計画の見直しについての

問題であるので，題意に即した見直しが必要である。そこで，準備した体

系図の内容だけでは記述できないので，この体系図の企画案に決まるまで

の検討過程での案を追加し，次と変更することとした。

・最初の経営戦略は，「多品種少量生産対応」が主体であり，それに対

応した情報戦略として，「設計支援システムの導入」と「販売管理，

生産管理，在庫管理システムの統合」に基づきシステム計画をした。

・次年度には，従来の顧客からの注文が減少していることから「営業革

新による新規顧客の拡大」を新たに経営戦略に追加された。

・経営幹部は，その施策として，「SFAによる営業支援システム」と

「インターネットによる販売システム」の導入をするように検討依頼

した。

・このような状況で，新たに，情報戦略から見直しをする必要が生じ，

これまでの「設計支援システムの導入」，「販売管理，生産管理，在庫

管理システムの統合」だけでなく「SFAによる営業支援システム」，

「インターネットによる販売システム」について，調査，分析し，投

資効果を予測した。

・その際に業務フローの明確化や定量化するなどの工夫をすることで，

説明資料を作成し，経営幹部を含めてコンセンサスを得た。また，従

来の計画のシステム計画についても評価し，投資効果が低いものは，

取りやめる判断をした。

テーマ：新販売生産管理システムの企画

（設問ア）中期経営計画の変更と情報システム計画への影響

１．１ 背景となった中期経営計画と情報システム計画（６００字）

対象企業：中堅の電気部品製造業
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事業環境：少品種大量生産から多品種少量生産への変革

中期経営計画：多品種少量生産に対応した仕組みの構築

競業他社に負けない納期，コストの実現

１．２ 中期経営計画の変更内容（２００字）

事業環境の変化：従来顧客からの注文激減

経営計画の見直し：営業革新による新規顧客の拡大

（設問イ）情報システム計画の見直し

２．１ 見直した情報システム計画（１２５０字）

（１）最初の情報システム計画：

製品の標準化による設計支援システムの導入，販売管理システムから

設計作業を介さず生産管理に反映など。

（２）中期経営計画見直しにともなう情報戦略の見直し

多品種少量生産対応の施策は変更しないが，特注品のシステム化優先

度は下げる。インターネット販売システムの導入を並行して進める。

（３）情報システム構想の見直し

設計支援システムと販売管理，生産管理，在庫管理システムの統合の

概要と特注品は一部対象外とすること。インターネット販売システムの

概要。

２．２ 重要と考え工夫した点（１１００字）

第１の工夫：投資効果分析による評価

具体的施策：アンケートをするなど定量化に留意

第２の工夫：全社的業務モデルの作成

具体的施策：営業活動から出荷までスルーして作成

第３の工夫：製品の標準化と分類に応じた機能の割り切り

具体的施策：特注品を一部システム化対象外とした。

（設問ウ）見直し案の評価と今後の課題

３．１ 見直し案の評価（２２５字）

次の効果を記述する。

・多品種製品対応，納期短縮。

・新規顧客の受注比率拡大。
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３．２ 今後の課題（２２５字）

次の課題があり，配慮不足と反省し，今後対策をする。

・注文内容の変更対応

・データメンテナンス業務の負荷

３．キーワード体系図

次頁より，キーワード体系図（準備版），キーワード体系図（本試験用）

を示す。
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私の立場

経営環境

変更前の中期経営
計画

変更前の情報戦略

環境変化

中期経営計画の変
更

１．中期経営計画の変更と情報システム計画への影響

１．１ 背景となった中期経営計画と情報システム計画

私は，電気部品メーカ（以下「A社」という）の情報

システム部門の管理者である。A社は，従来，特定の電

気製品メーカから安定した部品の大量注文があり，少品

種大量生産の形態をとっていた。しかし，顧客が，製品

の多品種化やインターネット調達を開始したため，大量

受注が減少し，コストや納期の要求も厳しくなった。そ

のため，A社は，従来の少品種大量生産から多品種少量

生産への変革などの対策が必要となった。結果とし

て，２００１年からの中期経営計画は，次を骨子とした。

・売上，利益を増加傾向とし，３年間で５％向上する。

・多品種少量生産に対応した仕組みの構築

・競業他社に負けない納期，コストの実現

私は，この経営計画から，情報戦略，情報システム構

想を立案した。その内容は，多品種少量生産への対応と

新規製品設計の期間を短縮し，生産に即反映する仕組み

を作ることを目的として次のようにとした。

・設計支援システムの導入

・販売管理，生産管理，在庫管理システムの統合

販売管理システムの入力により，標準品は，設計作業

を介さず直接生産管理などに反映し，特注品は，入力さ

れた受注情報を基に設計担当が，設計支援システムの

DB内の設計情報から設計作業を行うという計画である。

１．２ 中期経営計画の変更内容

しかし，翌年度に A社の環境は益々厳しくなり，こ

れまでの大手顧客からの注文は，激減した。大手顧客が

インターネット調達を拡大し，取引先を広げた影響もあ

る。この状況から，経営陣は，従来の顧客だけでなく，

営業方法を見直し，新規に顧客を開拓しないと企業の存

続に関わると考え，翌年度の中期経営見直しに「営業革

新による新規顧客からの受注拡大」を加えた。

（設問ア）スタート

本文（横２５文字） ◆解答例

８００
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開発計画の再検討
指示

ビジネスモデルの
確認

２．情報システム計画の見直し

２．１ 見直した情報システム計画

当初の経営計画でのシステム計画に基づき開発に着手

しようとした時，開発計画を再検討するよう指示があっ

た。しかし，予算は厳しい経営状況から増額なしであっ

た。この話を受けた私は，「営業革新による新規顧客か

らの受注拡大」という方針から，情報戦略から見直しが

必要と判断し，まず，十分に環境や戦略を調査，分析

し，施策を検討した。経営幹部からは営業の情報武装化

として SFAによる営業支援システムとインターネット

による販売システムを導入するよう検討依頼された。こ

のような状況において，私は，次のように情報戦略，情

報システム構想の再立案を行った。

�１情報戦略の見直し
最初に，目指すビジネスモデル像の確認をした。この

確認が基本であると考えたからであるが，意外にも経営

陣の間でもコンセンサスがとれていなかった。経営陣に

対し，ビジネスモデルの確認をとった。SFAの場合は，

営業担当に顧客情報，商談情報，製品情報を参照できる

モバイル PCを持たせ，効果的な顧客アプローチやプレ

ゼンを行い，新規顧客も含め訪問販売による成約率を向

上する仕組みである。インターネット販売システムは，

訪問販売ではなく，人手をかけずにオンラインで注文を

とり，生産につなげる仕組みである。「新規顧客からの

受注拡大」を目指すのであればインターネット販売であ

るが，経営陣には，この方法の効果を疑問視する人もお

り，どちらにすべきかの決定がされないでいた。私は，

この状況を打開するため，業界，情報技術や社内情報化

などの環境面を再確認し，次項のように投資効果の分析

をし，経営陣に資料提示や提案を行った。その結果，私

が提案したとおり，新規の顧客に人手をあまりかけずに

販売するため，従来の訪問販売の強化よりも，インター

（設問イ）スタート
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見直した情報戦略

見直した構成シス
テム構想

重要と考えたこと

工夫点１

ネット販売を取り組むべきとのコンセンサスを得た。結

果として，これまでの情報戦略を次のように見直した。

・多品種少量生産のための，情報化施策は変更しない。

・インターネット販売システムの導入を進める。

�２情報システム構想の見直し
上記の情報戦略を基に，対象業務システムを分析し，

新たな業務モデルを全社的な視点で作成し，システム構

想とシステム計画を見直した。予算の制約も配慮し，シ

ステム化範囲を投資効果に基づき見直しをした。

・設計支援システム

多品種少量生産対応のため，方針変更をしない。

・販売管理，生産管理，在庫管理システムの統合

特注品以外の受注情報は，生産管理システム等に反映

する。特注品は，次項の工夫により，共通的な注文情報

のみシステムで扱い，製品仕様等は対象外とした。

・インターネット販売システム

標準品，オプション製品をWeb上に製品情報を表示

し，顧客からオンライン発注を可能とし，生産に直結す

る。

２．２ 重要と考え工夫した点

このシステム計画の見直しにあたり，重要と考えたこ

とは，第一に，経営戦略の実現をするために，効果的な

情報戦略を選定し，的確な情報システム構想に展開する

こと，第二に，与えられた資源，特に予算の範囲で最大

限の効果をあげることである。そのために行った工夫

は，次のとおりである。

�１投資効果分析による評価
経営幹部から SFAによる営業支援システムとインタ

ーネットによる販売システムの導入要請があった。どち

らとすべきか明確ではなく，できれば両方という曖昧な

状況であった。そのため，情報戦略の見直しをし，既に

立案を進めてきた設計支援システムの導入，販売管理シ ２４００
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投資効果分析

定量化の工夫

経営者との調整

工夫点２

全社的業務モデル

工夫点３

投資効果からの割
り切り

ステム等の統合を含めて，投資効果を分析した。この分

析において，特に，定量化する工夫をした。具体的には，

各案について，売上増大，納期短縮，コスト削減などの

目的の期待値を予測し，全て金額に換算した。売上増大

などは，正確に予測することは難しいので，営業経験者

のアンケートと他社類似事例によって予測をした。この

結果，SFAは，受注率向上は期待できるものの，比較的

新規顧客開拓の効果は低く，評価値が低かった。これを

定量的に経営幹部に示すことで，SFAを導入しないこ

との了解を取ることができた。これまで進めてきたシス

テム計画の変更を最小限に抑え，かつ，経営計画見直し

に適した情報戦略のコンセンサスを得ることができた。

�２全社的業務モデルの作成
情報システム構想の見直しにあたり，営業活動から出

荷までの業務モデルをフロー図で作成した。当たり前の

ことではあるが，従来は，個別の範囲で作成しており，

全社的に統一した様式で作成したのは，初めてであっ

た。現状のモデルと目指すモデルを作成した。目指すモ

デルのフローは，納期短縮のための情報ルートとして，

販売システムから直接生産管理システムに情報入力し，

手配する理想像のモデルを作り，現行システムや業務上

の制約から，徐々に現実的な案にしていった。

�３製品の標準化と分類に応じた機能の割り切り
多品種少量生産対応にあたっては，製品の標準化が必

須と考え，標準品，オプション製品，特注品の３種に

分類した。今回の情報システム構想見直しでも，その種

別に応じて，上記の業務フローも区別した。その結果，

特注品については，システム統合してもあまり納期短縮

の効果はなかった。情報戦略見直しによる費用の制約か

ら，特注品の情報化については，一部に限定し，原則，

対象外と割り切るという判断ができた。
３２００
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システムの効果

３．見直し案の評価と今後の課題

３．１ 見直し案の評価

システム計画の後，実際にシステム開発が行われ，稼

動するに至った。システムの効果としては，多品種製品

の納期短縮の効果は大きく，予測どおり，標準品で従来

の１週間から２日に短縮した。インターネットによる

新規顧客開拓の効果もあがっており，以前に比べ，新規

顧客からの受注比率は倍増している。経営計画を実現す

るようシステム計画の変更を的確に行えたと評価してい

る。

３．２ 今後の課題

しかし，システム上の課題は，いくつかある。例え

ば，注文内容の変更が意外に多く，その時の扱いが煩雑

であること，販売システム，設計支援システムともに，

データのメンテナンスの担当者の負担が大きいことがあ

げられる。システム化においては，このような異常時の

扱いやデータメンテナンスの負荷には十分に留意すべき

と反省している。今後のシステム改修で，これらケース

の業務フローを作成し，見直していく。

（設問ウ）スタート
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◆解 説

本問は，「中期経営計画の変更に対応した情報システム計画の見直し」

となっており，経営計画すなわち経営戦略から情報戦略，情報システム構

想への展開が対象となっている。経営戦略の変更というケースを想定して

いるが，基本となる事項は，「情報戦略は，経営戦略を反映し，投資効果

を最大にするように策定されなければならない」ということである。その

ことに留意しながら，ANに求められている，情報戦略の立案，情報シス

テム構想の立案のプロセスに従った内容で論述することが望まれる問題で

ある。特に，この問題では，実際に問題となることが多い，投資効果の判

断と関係者の調整についての記述が求められている。その基本は，システ

ム評価（２―６―１参照）や業務モデルでのシステム分析（２―３―３参照）であ

り，ANはこれらの方法を用いて，経営戦略に見合った最大限の効果をあ

げる情報システム構想を企画し，かつ，その内容を提示し，説明すること

によって，関係者のコンセンサスを得るよう調整しなければならない。

現実に，経営戦略は，環境に合わせ変わっていくものであり，特に近年

は，変化のサイクルが時間的に短縮化され，内容的に大きく変わることが

増えている。情報システムの開発においても，開発中に見直しというケー

スは，十分にありうるものである。したがって，経営戦略に従った投資効

果の最大化を意識し，臨機応変に見直しすることの必要性が高くなってい

る。

この解答例は，３章の３―６「システムの評価」の事例を基に，仮想のケ

ースを想定したものである。事例の背景やシステム評価の具体的な方法

は，３―６に記載されている。３―６では，経営環境と経営戦略の変化につい

て，時間的な流れはなかったが，この解答例では，多品種少量対応と新規

顧客獲得とが，同時ではなく，新規顧客獲得が一年遅れて追加されたとい

う状況を想定している。しかも新たに経営幹部から「SFA」と「インター

ネット販売」の導入検討の指示があった。その場合，見直しとはいって

も，これまでのシステム計画内容と合わせて，業務モデルの作成による分

析とシステム評価による投資効果の分析を的確に行うことが基本となる。
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特に関係者との調整においては，定量的な評価が重要になる。しかし，シ

ステムの評価は，その効果を予測することでもあり，簡単ではなく，何ら

かの工夫が必要になる。この解答例では，アンケートや他社類似事例での

定量化をあげている。その数値の精度良し悪しの議論はあるが，コンセン

サスを得るための手法としては効果がある。また，従来のシステム計画へ

の影響については，もちろん影響がない場合もあるが，今回の解答例のよ

うに，予算の制約などから影響がある場合が多い。その際に，何らかの割

り切りが必要になり，それについても投資効果から判断すべきである。解

答では，その割り切りについて具体的に記述が必要となるので，ここで

は，特注品とした。

解答の作成と準備にあったっては，経験に基づく具体的な内容の整理の

必要があるが，特に，次について整理し，かつ，アピールする文章とする

ことが望まれる。

・プロセスや方法について論述すること

・その内容が ANとして必要な経営戦略に基づいた情報戦略，情報シス

テム構想の立案のスキルや経験に基づいていること

参考として，情報処理試験センターが公表している，出題趣旨を掲載す

る。
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